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序章 はじめに 

本章では、本計画の背景と目的、本計画で対象とする施設、本計画の位置づけ、本計画

の対象期間について示します。 

 

1.背景と目的 

本市では、これまで人口増加や市民ニーズに対応するため、多くの公共建築物、道路や

上下水道等のインフラ施設を整備してきました。これらの公共施設等は、市民共有の財産

として、市民の暮らしを支え、また、地域におけるコミュニティ活動の拠点として大きな

役割を果たしています。 

一方で、本市においては、少子高齢化の進行により、既に人口は減少傾向にあり、今後

さらに人口が減少することが予測されています。また、公共施設等の多くは高度経済成長

期に整備され、老朽化が進んでいます。現状の施設を維持しようとした場合、建替えの費

用等、多大な財政負担を伴うことも予想されますが、必ずしもそのための財源が確保でき

ていません。 

本市では、次の世代にこれらの問題を先送りして大きな負担を残さず、今後も市民ニー

ズに適切に対応して、安定した行政サービスを提供するために、公共施設等マネジメント

（公共施設等を市民全員の資産として捉え、経営的な視点から分析・検討することで施設

の質・量・費用の最適化を図り、適正に維持管理していくための手法）に取り組んでいき

ます。 

本計画は、公共施設等を一元的に管理し、質・量・費用の観点から、公共施設等マネジ

メントを推進していくための基本的な考え方や推進体制等を定めることを目的とします。 

 

2.計画の対象施設 

本計画の対象施設は、本市が保有する「公共建築物」と「インフラ施設」を合わせた「公

共施設等」とします。 

 

＜計画の対象施設＞ 

 

  

公共施設等

市民文化系施設、社会教育系施設、

スポーツ・レクリエーション系施設、産業系施設、

学校教育系施設、子育て支援施設、保健・福祉施設、

医療施設、行政系施設、市営住宅、供給処理施設、その他

公共建築物

道路、公園、上水道、下水道インフラ施設
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3.計画の位置づけ 

本計画は、国が示した「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（平成 26 年 4

月 22 日）」に基づき、策定を行うものです。 

策定にあたっては、本市の最上位計画である「宇陀市総合計画」を踏まえ、「宇陀市行政

改革大綱」やその他関連計画等との整合を図ります。また、策定済及び今後策定する個別

施設計画の上位計画として位置づけられる計画となるものです。 

 

＜計画の位置づけ＞ 

 

 

4.計画の対象期間 

公共施設等全体のあり方についての方針を示し、計画的な管理を実践していくためには

中長期的な視点が不可欠です。そのため、本計画の対象期間は平成 29 年度（2017 年度）

から平成 68 年度（2056 年度）までの 40 年間とし、施設類型別の方向性はおおむね今後 10

年間を目処とした期間とします。 

ただし、計画の進捗状況を検証した上で、適宜見直しを行うこととします。また、社会

経済情勢の変化や関連する計画の策定・改定等が行われた場合にも、必要に応じて見直し

を行います。  

市

国
インフラ長寿命化基本計画（平成25年11月29日）

宇陀市総合計画

関連計画等

・宇陀市総合戦略

・宇陀市都市計画ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ

・その他計画 など

宇陀市公共施設等総合管理計画

宇陀市行政改革大綱

公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針（平成26 年4 月22 日）

個別施設計画

橋りょう 学校 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・
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第 1 章 公共施設等の現況 

本章では、公共施設等の現況として、市の概況（位置と地勢、沿革、人口）を示すとと

もに、公共施設等（公共建築物及びインフラ施設）の現況を示します。 

 

1.市の概況 

1-1.位置と地勢 

本市は、奈良県の北東部に位置し、北

は奈良市、山添村、西は桜井市、南は吉

野町、東吉野村、東は曽爾村、三重県名

張市に接しています。本市の総面積は

247.5k ㎡で、県全体の 6.7％を占めてい

ます。 

近鉄大阪線によって、京都・大阪方面

や名古屋・伊勢方面と結ばれており、ま

た、大阪方面から本市への自動車による

アクセスは、名阪国道針インターチェン

ジと大阪・松原ジャンクション（西名阪

自動車道）とが約１時間で結ばれる距離

にあります。 

また、本市は大和高原とよばれる高原

地帯に位置しており、一定の平野部を有

しているものの、山間部にも集落が点在

しています。土地利用の状況は、山林が

全体の 72％を占めており、宅地は 4％弱

になります。 

 

1-2.沿革 

本市が位置する宇陀の地は、古くから「古事記」「日本書紀」等の歴史書のなかに記載が

みられ、神武伝承の舞台としても知られています。 

平安時代以降、この地域は荘園として興福寺の支配下にありました。南北朝時代から戦

国時代にかけては、伊勢国司北畠氏の勢力を次第に受けるようになりましたが、その後江

戸時代には宇陀松山藩として織田氏 4 代の統治の後、幕府の直轄地となりました。 

この地域は大和と伊賀・伊勢を結ぶ東西の交通の要衝であり、室町時代に始まり江戸時

代に盛んになった庶民のお伊勢参りのルートにあたり、宿場町として繁栄しました。 

維新後、明治元年に奈良県となりますが、その後の再編を経て、平成 18 年 1 月 1 日、宇

陀郡の旧大宇陀町・旧菟田野町・旧榛原町・旧室生村の 4 か町村の合併により「宇陀市」

が誕生しました。  

国土地理院「数値地図 50m メッシュ（標高）」 

に国土数値情報等を追記して掲載 
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1-3.人口 

1-3-1.人口推移 

本市の人口は、昭和 20 年に約 4.5 万人まで急増した後、昭和 50 年にかけて減少しまし

た。昭和 50 年以降、人口は増加に転じ、昭和 55 年に 4 万人を超え、平成 7 年までは 4 万

人強で推移していました。 

しかし、平成 7 年以降、再度、人口が減少し始め、平成 27 年には約 3.2 万人となってい

ます。 

 

＜総人口の推移＞ 

 

出典：宇陀市人口ビジョン（平成 27 年 12 月）より加工作成 

 

1-3-2.地域別人口 

本市の人口は、平成 27 年 3 月末時点で、32,723 人、13,128 世帯となっています。地域

別人口では、榛原地域が 51％と過半を占めています。 

本計画では、平成 27 年 3 月末時点に整理した公共施設等の調査結果を活用するため、

本市の人口は平成 27 年 3 月末時点を基本とします。 

 

＜地域別人口（平成 27 年（2015 年）3 月末時点）＞ 

地域 人口 比率 世帯数 

大宇陀 7,106 22% 2,794 

菟田野 3,989 12% 1,603 

榛原 16,844 51% 6,738 

室生 4,784 15% 1,993 

合計 32,723 － 13,128 

出典：宇陀市ＨＰ人口統計  
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2.公共建築物の現況 

2-1.保有の状況 

2-1-1.総数・総延床面積 

本市が保有・管理する公共建築物は、389 施設、延床面積 275,949 ㎡となっています。 

なお、公共建築物については、その用途から 12 の施設類型を設定し、分類しています。 

＜公共建築物の一覧＞ 

大分類 中分類 施設 施設数 
延床面積 

（㎡） 

01 市民文化系施設 

公民館等 公民館、榛原総合センター等 4 7,106 

集会施設 集会所、コミュニティセンター等 123 22,434 

文化施設 文化会館、大和富士ホール等 7 9,978 

人権交流センター 人権交流センター 3 3,556 

02 社会教育系施設 博物館等 歴史文化館等 7 3,017 

03 スポーツ・レク

リ 

エーション系施設 

屋内スポーツ施設 総合体育館、その他体育館等 10 20,531 

屋外施設の管理棟等 運動場の管理棟等 9 702 

保養施設 多世代交流プラザ、美榛苑 2 9,704 

観光施設 観光案内所、道の駅等 6 1,523 

04 産業系施設 
農林系施設 阿騎野農産物加工所等 4 1,402 

商工系施設 大型共同作業場等 3 2,168 

05 学校教育系施設 
学校 小学校、中学校 10 56,302 

学校給食センター 学校給食センター 1 690 

06 子育て支援施設 

幼稚園・保育所・認定

こども園 
幼稚園、保育所、認定こども園 7 9,670 

幼児・児童施設 子育て支援センター、児童館 6 3,534 

07 保健・福祉施設 
保健施設 ぬく森の郷等 2 2,826 

高齢者福祉施設 さんとぴあ榛原 1 4,312 

08 医療施設 医療施設 市立病院、診療所 3 16,679 

09 行政系施設 

庁舎等 市役所、地域事務所 5 14,334 

消防施設等 消防詰所、消防車庫等 71 4,474 

その他行政系施設 水防倉庫、自主放送スタジオ 3 1,214 

10 市営住宅 市営住宅 公営住宅、改良住宅 39 40,851 

11 供給処理施設 供給処理施設 護美センター等 5 4,084 

12 その他 

駐輪場 高萩台自転車駐車場 1 1,780 

斎場・霊苑 榛原斎場、不帰堂火葬場等 2 636 

公衆便所 公衆トイレ、観光トイレ 12 283 

宮奥ダム関連施設 宮奥ダム管理棟等 5 341 

普通財産 旧学校、旧役場等 38 31,819 

合計 389 275,949 

※延床面積等は、平成 27 年（2015 年）3 月末時点。 

※延床面積の合計値は、小数点処理の関係から一致しない。 

 

2-1-2.施設保有量の推移 

本市が保有・管理する公共建築物の推移は次のとおりです。 

内容 
施設保有量 

（平成２９年度末） 

施設保有量 

（令和２年度末） 

延床面積 275,949 ㎡ 275,460 ㎡ 

施設 389 施設 387 施設 
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2-1-3.施設類型別の傾向 

本市の公共建築物における施設類型別の傾向は、以下のとおりです。 

 

・本市で最も延床面積が大きいのは、「学校教育系施設」で、全体の 21％を占めてい

ます。 

・次いで延床面積が大きいのは、「市民文化系施設」で、全体の 16％を占めています。

なお、施設数では最も多く、全体の 35％を占めています。 

・3 番目に延床面積が大きいのは、「市営住宅」で、全体の 15％を占めています。 

・上記に続いて、市で占める延床面積は、「その他」が 13％、「スポーツ・レクリエー

ション系施設」が 12％、「行政系施設」が 7％となっています。 

 

＜施設類型別の傾向＞ 

  

    

※延床面積は、平成 27 年（2015 年）3 月末時点。 

  

大分類 施設数
施設数
比率

延床面積
(㎡)

延床面積
(㎡)比率

01市民文化系施設 137 35% 43,074 16%
02社会教育系施設 7 2% 3,017 1%
03ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 27 7% 32,460 12%
04産業系施設 7 2% 3,570 1%
05学校教育系施設 11 3% 56,992 21%
06子育て支援施設 13 3% 13,203 5%
07保健・福祉施設 3 1% 7,138 2%
08医療施設 3 1% 16,679 6%
09行政系施設 79 20% 20,023 7%
10市営住宅 39 10% 40,851 15%
11供給処理施設 5 1% 4,084 1%
12その他 58 15% 34,860 13%

合計 389 100% 275,949 100%
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2-1-4.地域別の傾向 

本市の公共建築物における地域別の傾向は、以下のとおりです。 

・地域別の延床面積は、榛原地域が最も多く、次いで大宇陀地域、室生地域、菟田野

地域となっています。 

・1 人当り延床面積では、菟田野地域が最も高く 12.0 ㎡/人となっています。 

 

＜地域別の傾向＞ 

  

  

※延床面積は、平成 27 年（2015 年）3 月末時点。  

大宇陀 菟田野 榛原 室生

01市民文化系施設 11,136 6,693 12,977 12,268 43,074
02社会教育系施設 1,638 0 243 1,136 3,017
03スポーツ・レクリエーション系施設 10,497 147 17,269 4,547 32,460
04産業系施設 809 2,303 458 0 3,570
05学校教育系施設 12,696 10,568 26,244 7,484 56,992
06子育て支援施設 3,143 2,520 4,636 2,904 13,203
07保健・福祉施設 595 0 4,312 2,231 7,138
08医療施設 0 0 16,232 447 16,679
09行政系施設 3,571 4,226 9,100 3,125 20,023
10市営住宅 14,043 15,363 3,623 7,822 40,851
11供給処理施設 1,641 1,745 282 415 4,084
12その他 8,494 4,208 16,740 5,418 34,860

合計 68,262 47,773 112,116 47,799 275,949

人口 7,106 3,989 16,844 4,784 32,723
1人当り延床面積 9.6 12.0 6.7 10.0 8.4

総計大分類
地域別延床面積（㎡）
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2-1-5.災害時の避難場所・活動拠点としての指定状況 

本市が保有する公共建築物は、災害時には市民の皆さんの安全・安心を確保するための

避難場所や活動拠点として活用されます。 

市地域防災計画において、以下の施設が避難場所や活動拠点として指定されています。 

 

＜災害時の避難場所・活動拠点＞ 

 

※指定緊急避難場所：切迫した災害の危険から逃れるための場所又は施設 

※指定避難所：一定期間滞在して避難生活を送る場所 

※福祉避難所：高齢者、障害者、乳幼児、妊産婦等避難行動要支援者用の施設 

出典：宇陀市地域防災計画  

地区 No 施設名
指定緊急
避難場所

指定
避難所

福祉
避難所

備考

1 大宇陀体育館 ○ ○
2 大宇陀小学校 ○ ○ 救護所
3 大宇陀中学校 ○ ○ 救護所
4 のより農村ふれあいの館 ○
5 大宇陀人権交流センター ○ ○
6 旧守道小学校 ○ ○
7 旧田原小学校 ○ ○
8 中央公民館大宇陀分館 ○
9 宇陀市文化会館 ○
10 大宇陀内原体育館 ○
11 旧野依小学校 ○
12 大宇陀ふれあい交流ドーム ○
13 大宇陀保健センター ○
14 大宇陀地域事務所 情報通信副拠点
15 大宇陀地域事務所分庁舎 情報通信副拠点
1 菟田野中学校 ○ ○ 救護所
2 菟田野小学校 ○ ○ 救護所
3 菟田野人権交流センター ○ ○
4 宇賀志地区体育館 ○ ○
5 芳野地区体育館 ○
6 菟田野保健センター ○
7 菟田野地域事務所 情報通信副拠点
1 大和富士ホール ○
2 榛原中学校 ○ ○ 救護所
3 榛原東小学校 ○ ○ 救護所
4 榛原体育センター ○ ○
5 榛原小学校 ○ ○
6 榛原総合センター ○ ○
7 榛原西小学校 ○ ○
8 旧伊那佐小学校 ○ ○
9 基幹集落センターたかぎふるさと館 ○ ○
10 農林会館 ○
11 榛原保健センター「医療介護あんしんセンター」 ○
12 市役所 情報通信拠点
13 市立病院 医療救護拠点
14 学校給食センター 食料供給拠点
15 総合体育館 物資集積拠点
1 旧笠間小学校・音楽の森 ○ ○
2 室生人権交流センター・室生北児童館 ○ ○
3 室生中学校 ○ ○ 救護所
4 室生福祉保健交流センター（ぬく森の郷） ○ ○ ○
5 向渕生活改善センター（やまびこホール） ○ ○
6 旧室生東小学校 ○ ○
7 蕨集会所・室生東児童館 ○ ○
8 文化芸術活動体験交流施設（ふるさと元気村） ○ ○
9 室生地域文化伝習展示施設（あさぎりホール） ○ ○
10 旧多田小学校 ○
11 室生小学校 ○ 救護所
12 旧西谷小学校 ○
13 室生地域事務所 情報通信副拠点

30 36 4

室生

榛原

菟田野

大宇陀

合計
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2-2.他都市との比較分析 

ここでは、本市とその他都市の公共建築物の保有状況を比較するために、総務省が実施

している「公共施設状況調経年比較表（平成 26 年度）」を用いた比較分析を行います。 

 

2-2-1.奈良県の他都市との比較 

奈良県下の他都市と比較した場合、平均 4.3 ㎡/人に対して、本市 8.4 ㎡/人と平均を大

きく上回る状況にあります。これは、可住地面積が大きいこと、合併によって施設が多く

なっていることが要因であることが推測されます。 

 

＜奈良県下の他都市との比較＞ 

  

  

出典：総務省 公共施設状況調経年比較表（平成 26 年度）他より加工作成 

  

行政財産 普通財産等 合計

奈良県 奈良市 合 276.9 144.0 363,756 1,076,858 11,222 1,088,080 3.0

奈良県 五條市 合 292.0 74.5 33,110 198,482 2,809 201,291 6.1

奈良県 葛城市 合 33.7 19.9 37,059 126,437 438 126,875 3.4

奈良県 宇陀市 合 247.5 64.2 32,723 228,631 47,318 275,949 8.4

奈良県 大和高田市 0 16.5 16.5 68,139 245,079 2,491 247,570 3.6

奈良県 大和郡山市 0 42.7 38.8 88,732 286,008 712 286,720 3.2

奈良県 天理市 0 86.4 52.4 67,505 223,049 5,172 228,221 3.4

奈良県 橿原市 0 39.6 37.4 124,779 405,403 698 406,101 3.3

奈良県 桜井市 0 98.9 39.6 59,424 241,519 1,538 243,057 4.1

奈良県 御所市 0 60.6 29.2 27,979 215,149 1,576 216,725 7.7

奈良県 生駒市 0 53.2 33.7 121,013 311,799 10,519 322,318 2.7

奈良県 香芝市 0 24.3 18.1 78,297 175,169 1,378 176,547 2.3

106 .0 47.4 91,876 311,132 7,156 318,288 4.3

府県 団体名
合併
有無

総面積
（ｋ㎡）

可住地
面積
（ｋ㎡）

一人当たり
延床面積
（㎡/人）

平均

人口
（人）

延床面積（㎡）
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2-2-2.類似団体との比較 

類似団体※と比較した場合、平均 6.4 ㎡/人に対して、本市 8.4 ㎡/人と平均を大きく上

回る状況にあります。なお、人口一人あたり延床面積は、本市より広くても低い値の団体

もありますが、行政区域面積（可住地面積）に比例する傾向にあります。 

 

※類似団体とは総務省が「人口」と「産業構造」から都市を類型化したもので、本市は、人口 5 万人未満で、2 次

産業及び 3 次産業が 95％未満かつ 3 次産業が 55％以上の「類型Ⅰ-1」に該当しています。今回比較では、その

中で近畿圏内の都市を対象に比較を行っています。 

 

＜類似団体との比較＞ 

  

 

出典：総務省 公共施設状況調経年比較表（平成 26 年度）他より加工作成  

行政財産 普通財産等 合計

滋賀県 野洲市 合 80.1 48.0 50,867 188,776 4,452 193,228 3.8

滋賀県 米原市 合 250.4 65.2 40,128 206,644 17,969 224,613 5.6

京都府 南丹市 合 616.4 78.2 33,418 191,699 4,397 196,096 5.9

兵庫県 洲本市 合 182.4 79.0 46,524 281,190 2,871 284,061 6.1

兵庫県 西脇市 合 132.4 38.4 42,520 204,368 32,269 236,637 5.6

兵庫県 篠山市 合 377.6 95.8 43,364 253,638 1,587 255,225 5.9

兵庫県 養父市 合 422.9 67.3 25,566 271,277 25,430 296,707 11.6

兵庫県 朝来市 合 403.1 65.2 32,274 257,078 5,234 262,312 8.1

兵庫県 淡路市 合 184.4 111.5 46,386 363,695 7,883 371,578 8.0

兵庫県 加東市 合 157.6 79.3 39,814 163,674 6,282 169,956 4.3

奈良県 五條市 合 292.0 74.5 31,827 198,482 2,809 201,291 6.3

奈良県 葛城市 合 33.7 19.9 37,059 126,437 438 126,875 3.4

奈良県 宇陀市 合 247.5 64.2 32,723 228,631 47,318 275,949 8.4

和歌山県 新宮市 合 255.2 23.2 30,929 166,477 5,617 172,094 5.6

京都府 綾部市 0 347.1 81.0 35,419 199,373 4,719 204,092 5.8

京都府 宮津市 0 172.7 34.8 19,452 138,069 6,287 144,356 7.4

奈良県 御所市 0 60.6 29.2 27,979 215,149 1,576 216,725 7.7

和歌山県 御坊市 0 43.9 27.8 24,980 145,327 261 145,588 5.8

236.7 60.1 35,624 211,110 9,855 220,966 6 .4

可住地
面積
（ｋ㎡）

人口
（人）

一人当たり
延床面積
（㎡/人）

平均

府県 団体名
合併
有無

総面積
（ｋ㎡）

延床面積（㎡）
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3.インフラ施設の現況 

3-1.保有の状況 

3-1-1.総数・総延床面積 

本市が保有・管理している主なインフラ施設は、以下のとおりです。 

 

＜インフラ施設の保有状況＞ 

分類 種別 
路線・ 

箇所数 

延長 

（ｍ） 

面積 

（㎡） 

道路 １級市道 44 87,742 498,109 

２級市道 52 59,775 310,976 

その他の市道 1,571 588,076 2,520,131 

自転車歩行車道 21 613 2,279 

トンネル 4 2,691 － 

橋りょう 橋りょう 554 6,702 30,842 

公園 都市公園 47 － 381,928 

都市公園以外の公園 85 － 327,894 

上水道 管路（導水管） － 8,592 － 

管路（送水管） － 26,326 － 

管路（配水管） － 582,919 － 

下水道 管渠 － 148,875 － 

ポンプ場 3 － 420 

※平成 28 年（2016 年）3 月末時点。 

 

3-1-2.緊急輸送道路 

本市では、以下の道路が災害時の緊急輸送道路に指定されています。 

 

＜緊急輸送道路の指定状況＞ 

機能区分 道路種別 路線名 

第 1 次 国道 国道 165 号 

第 2 次 国道 国道 166 号、369 号、370 号 

県道 室生口大野停車場線 

市道 玉立 2 号線 

第 3 次 県道 榛原菟田野御杖線、粟原榛原線、 

内牧菟田野線、宇太三茶屋線、佐倉大宇陀線 

市道 墨坂通線、西新町線、井之谷西峠線、 

西峠山辺三線、天満台長峯線、東町西峠線 

出典：宇陀市地域防災計画  
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第 2 章 公共施設等を取り巻く課題 

本章では、本市における公共施設等を取り巻く課題を示します。 

 

1.課題① 安全性の確保 

1-1.老朽化への対応 

1-1-1.公共建築物の老朽化 

本市の公共建築物は、築 30 年以上が 45％を占めています。また、10 年後には築 30 年以

上が 70％に達します。 

今後、多くの施設において、建替えや大規模改修が必要な時期を迎え、安全性の確保が

課題となっています。 

 

＜公共建築物の築年状況＞ 

  

※延床面積は、平成 27 年（2015 年）3 月末時点。 

  



 

13 

1-1-2.インフラ施設の老朽化 

(1) 橋りょう 

本市が保有する橋りょうの内、供用後

61 年以上経ったものは現時点では 3％程

度です。 

しかし、今後 40 年を見通すと、供用後

61 年を超えるものが 60％程度となりま

す。なお、年度不明が 23％あり、これら

も供用年度が古いものと推測されます。 

 

 

 

 

 

 

(2) 上水道管 

本市が保有する上水道管の内、供用後

41年以上経ったものは現時点では 27％程

度です。 

しかし、今後 40 年を見通すと、ほぼす

べての上水道管が供用後 41年を超えてい

きます。なお、年度不明が 7％あり、これ

らも供用年度が古いものと推測されま

す。 

 

 

 

 

 

(3) 下水道管 

本市が保有する下水道管の内、供用後 51

年以上経ったものは現時点ではまだあり

ません。 

しかし、今後 40 年を見通すと、ほぼす

べての下水道管が供用後 51 年を超えてい

きます。 

  

＜下水道管の供用年数＞ 

＜上水道管の供用年数＞ 

＜橋りょうの供用年数＞ 
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1-2.耐震化への対応 

公共建築物の耐震状況は、全体では約 26％が「改修未実施・診断未実施」となっていま

す。なお、「改修未実施・診断未実施」は、倉庫や築年数の古い集会所、戸建ての市営住宅、

既に廃止された施設等が該当しています。 

今後、限られた財源の中で、「改修未実施・診断未実施」の施設について、耐震改修・診

断の実施、施設の廃止、耐震性のある施設への機能の集約化等、対応を検討していく必要

があります。 

 

＜公共建築物の耐震状況（延床面積比率）＞ 

 

※耐震状況は、以下の分類に分け、新耐震、改修済、改修不要は「耐震性あり」、改修未実施

は「改修未実施」、診断未実施は「診断未実施」としています。 

新耐震 

改修済 

改修不要 

改修未実施 

診断未実施 

：昭和 56 年（1981 年）6 月以降建築のもの 

：耐震改修を実施したもの 

：耐震診断の結果、耐震改修が不要と判明しているもの 

：耐震診断の結果、耐震改修が必要とされ未改修のもの 

：耐震診断が未実施のもの 

※平成 27 年（2015 年）3 月末時点の延床面積比率。 
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2.課題② 将来人口・構造に見合ったサービスの供給 

2-1.進む人口減少 

今後、本市では人口の減少が進むことが想定されています。 

予測されている人口は、40 年後の平成 67 年で約 1.9 万人と、平成 27 年の約 3.2 万人か

ら約 41％減、ピーク時である平成 7 年の約 4.2 万人から約 54％減となります。 

今後の公共施設等について、量的な観点から、現状あるものを維持し続けていくかにつ

いて、検討を進める必要があります。 

＜人口の将来展望＞ 

 

出典：宇陀市人口ビジョン（平成 27 年 12 月）より加工作成 

 

2-2.変化する人口構造 

本市では、人口減少とともに、少子高齢化が加速することも想定されています。 

予測される高齢化率は、平成 42 年のピーク時で約 42.9％となり、以後 40％程度で推移

します。年少人口や生産年齢人口について比率はほぼ横ばいです。 

今後の公共施設等について、質的な観点から、どのような形が望ましいのかについて、

検討を進める必要があります。 

＜人口構造の変化＞ 

 

出典：宇陀市人口ビジョン（平成 27 年 12 月）より加工作成  
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2-3.変化する人口分布 

本市における人口減少に伴い、人口分布においても変化が予測されています。 

旧町の支所等がある中心集落では一定程度の人口が維持されますが、多くの地域で大幅

に人口が減少し、人がいなくなる集落も発生する可能性があることが示されています。 

今後の公共施設等について、位置的な観点から、どのような配置が望ましいのかについ

て、検討を進める必要があります。 

 

＜1ｋｍ四方メッシュ別の将来人口の試算＞ 

 

出典：国土のグランドデザイン 2050（国土交通省 平成 26 年 7 月） 
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3.課題③ 更新費用の不足・確保 

3-1.歳入・歳出の見通し 

3-1-1.低い自主財源比率、先細る歳入 

近年における本市の歳入は、190 億円程度です。 

内訳は、市税等の自主財源が 18％程度であり、残りは地方交付税や国庫支出金等の依存

財源となっています。なお、歳入の過半を占める地方交付税は、現在、合併特例によって

本来の算定額に比べ多くなっています。今後、徐々に交付額が減額され、平成 33 年度から

は宇陀市本来の交付額となる予定です。 

今後、少子高齢化による人口減により、市税等の自主財源についても更に減少すること

が想定され、一層厳しい歳入状況になることが予測されます。 

 

＜歳入の実績と今後の見通し＞ 

 

 

出典：実績＝決算カードより作成、見通し＝市資料  

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

H31

(2019)

H32

(2020)

市税 28.7 28.4 27.8 27.5 26.8 26.7 25.9 25.6 25.3

その他自主財源 5.7 5.3 6.2 5.2 7.6 8.5 11.4 10.7 6.4

地方交付税 90.1 91.9 90.0 89.7 84.1 80.4 76.8 75.8 75.0

国・県支出金 26.5 29.6 30.2 30.8 36.4 37.6 36.7 34.3 32.7

市債 22.5 22.3 22.3 25.0 25.1 28.8 26.2 31.3 23.7

その他依存財源 18.0 19.1 16.6 16.2 11.6 11.8 14.8 12.3 12.3

歳入合計 191.5 196.5 193.1 194.5 191.6 193.8 191.7 190.0 175.4

自主財源比率 17.9 17.1 17.6 16.8 18.0 18.2 19.4 19.1 18.1

区分

（単位：億円）

見通し実績



 

18 

3-1-2.増加する社会保障費、限られる普通建設事業費 

近年における本市の歳出は、190 億円前後です。 

内訳では、人件費、扶助費、公債費等の支出が制度的に義務付けられている義務的経費

が歳出の過半を占めています。なお、公共施設等の維持管理・更新に使用する普通建設事

業費（公共建築物や道路、橋りょう、公園。会計が異なる上水道、下水道は除く。）の実績

及び見通しの平均は、約 27.8 億円です。 

行財政改革により人件費は減少していますが、社会保障費である扶助費は増加傾向にあ

り、今後の高齢化の進展に合わせて更に増加することが予測されます。 

 

＜歳出の実績と今後の見通し＞ 

 

 

出典：実績＝決算カードより作成、見通し＝市資料 

  

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

H31

(2019)

H32

(2020)

人件費 38.9 36.9 36.1 35.8 35.3 34.5 32.6 31.2 30.4

扶助費 21.3 21.7 23.8 24.0 24.5 24.9 25.3 25.7 26.1

公債費 36.4 36.3 34.9 33.7 31.6 29.4 27.5 28.4 25.2

普通建設事業費 20.4 24.4 26.1 24.2 27.3 34.1 33.9 34.3 25.3

その他経費 66.8 69.9 68.3 69.8 72.9 70.9 72.4 70.4 68.4

歳出合計 183.8 189.2 189.3 187.5 191.6 193.8 191.7 190.0 175.4

義務的経費比率 52.6 50.1 50.1 49.9 47.7 45.8 44.6 44.9 46.6

（単位：億円）

区分

見通し実績
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3-2.公共施設等における更新費用の見通し 

公共施設等の更新費用が本市の財政運営に及ぼす影響を把握するとともに、今後の適正

な管理につなげるため、平成 29 年度（2017 年度）から平成 68 年度（2056 年度）までの 40

年間の公共施設等における将来の更新費用を推計しました。 

 

3-2-1.公共建築物の更新費用 

今後の公共建築物の更新費用の推計として、現在ある施設をそのまま維持すると仮定し

た場合、40 年間で 1,219 億円、1 年あたり 30.5 億円が必要となります。 

最も更新費用が大きいのは、「学校教育系施設」で 250 億円です。次いで「市民文化系施

設」で 239 億円、「その他」が 190 億円、「市営住宅」が 167 億円、「スポーツ・レクリエー

ション系施設」が 142 億円となっています。 

 

＜公共建築物の更新費用 上：年度別、下：施設分類別＞ 

 

 

※更新費用の合計値は、小数点処理の関係から一致しない。 
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これまでに策定した各個別施設計画等に基づき、施設の集約化や長寿命化を実施した場

合、令和３年から令和１２年の１０年間で２６４．６億円（年平均２６．４億円）の更新

費用が必要になると推計されます。                   （単位：億円） 

区分 改 修 更新等 合 計 
耐用年数経過時に

単純更新した場合 

長寿命化対策

等の効果額 

公共建築物 212.3 52.3 264.6 299.2 34.6 

 

3-2-2.有形固定資産減価償却率の推移 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計の割合を算出するこ

とにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているかを把握することがで

きます。 

種別 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

有形固定資産減価償却率 70.7％ 71.8％ 73.1％ 

類似団体内平均値 58.3％ 59.6％ 60.5％ 
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3-2-3.インフラ施設の更新費用 

今後のインフラ施設の更新費用の推計として、現在ある施設をそのまま維持すると仮定

した場合、40 年間で 1,312 億円、1 年あたり 32.8 億円が必要となります。 

最も更新費用が大きいのは、「上水道」で 602 億円です。次いで「道路」で 417 億円、「下

水道」が 182 億円、「橋りょう」が 104 億円、「公園」が 6 億円となっています。 

 

＜インフラ施設の更新費用 上：年度別、下：施設分類別＞ 

 

 

※更新費用の合計値は、小数点処理の関係から一致しない。 
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参考（更新費用推計の条件について） 

推計は、総務省の公共施設等更新費用試算ソフトに準じ、以下の条件にて実施しまし

た。 

 

(1) 公共建築物 

・公共建築物は、建設から 30 年後に大規模改修、60 年後に建替えを現在と同じ延

床面積で更新するものと仮定しました。 

・更新費用は、延床面積に更新単価を乗じて、試算しました。 

・大規模改修は 2 年間、建替えは 3 年間かけて実施するものと仮定し、更新費用を

按分して計上しました。 

・既に 31 年以上経過し、50 年までの施設については、試算時点から 10 年間で均等

に大規模改修を行うものと仮定し、更新費用を按分しました。 

・50 年以上経過している施設については、建替え時期が近いため、大規模改修は行

わず、60 年後に建替えを行うと仮定しました。 

 

＜公共建築物の更新単価＞ 

施設類型 大規模改修 建替え 

市民文化系施設、社会教育系施設、 

産業系施設、医療施設、行政系施設 
25 万円/㎡ 40 万円/㎡ 

スポーツ・レクリエーション系施設、 

保健・福祉施設、供給処理施設、その他 
20 万円/㎡ 36 万円/㎡ 

学校教育系施設、子育て支援施設、 

公園施設 
17 万円/㎡ 33 万円/㎡ 

市営住宅 17 万円/㎡ 28 万円/㎡ 

 

＜参考：ＲＣ造、ＳＲＣ造の望ましい目標耐用年数＞ 

用途・構造種別 代表値 範囲 下限値 

学校、官庁、 

住宅、事務所、 

病院 

高品質の場合 100 年 80～120 年 80 年 

普通の品質の場合 60 年 50～80 年 50 年 

出典：（社）日本建築学会編・発行「建築物の耐久計画に関する考え方」 

 

(2) 道路 

・道路は、全整備面積を 15 年で割った面積の舗装部分を毎年度更新していくもの

とし、1 年間の更新面積に更新単価を乗じて、更新費用を試算しました。 

＜道路の更新単価＞ 

種別 更新単価 

一般道路 4,700 円/㎡ 

自転車歩道車道 2,700 円/㎡ 
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(3) 橋りょう 

・橋りょうは、整備した年度から法定耐用年数の 60 年を経た年度に、同じ面積を更

新するものとし、更新面積に更新単価を乗じて、更新費用を試算しました。 

・整備年度が不明なものは、法定耐用年数の 60 年間にわたり更新費用を按分して

計上しました。 

＜橋りょうの更新単価＞ 

種別 更新単価 備考 

ＰＣ橋、ＲＣ橋、石橋、その他 425 千円/㎡ ＰＣ橋として更新 

鋼橋 500 千円/㎡  

 

(4) 公園 

・公園は、建築物のみを試算対象とし、公共建築物に準じて更新費用を試算しまし

た。 

 

(5) 上水道 

・上水道管は、整備した年度から法定耐用年数の 40 年を経た年度に、同じ延長を更

新するものとし、更新延長に更新単価を乗じて、更新費用を試算しました。 

・整備年度が不明なものは、法定耐用年数の 40 年間にわたり更新費用を按分して

計上しました。 

＜上水道の更新単価（主たるもの）＞ 

種別 更新単価 

導水管及び送水管 
～300mm 未満 100 千円/ｍ 

300～500mm 未満 114 千円/ｍ 

配水管 
～150mm 以下 97 千円/ｍ 

～200mm 以下 100 千円/ｍ 

 

(6) 下水道 

・下水道管は、整備した年度から法定耐用年数の 50 年を経た年度に、同じ延長を更

新するものとし、更新延長に更新単価を乗じて、更新費用を試算しました。 

・整備年度が不明なものは、法定耐用年数の 50 年間にわたり更新費用を按分して

計上しました。 

・下水処理施設における建築物については、上水処理施設と同様、公共建築物（供

給処理施設）として試算しました。 

＜下水道の更新単価＞ 

種別 更新単価 

コンクリート管、陶管、塩ビ管、その他 124 千円/ｍ 

更生管 134 千円/ｍ 
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4.課題④ 運営・維持管理費用の適正化 

本市の公共建築物を運営・維持管理する費用は、年間約 23.2 億円がかかっています。

一方で、施設使用料等の受益者からの直接的な収入、補助金等のその他収入を合わせても

3 割程度の約 6.5 億円しかありません。残りの 7 割は、一般財源からの投入となってお

り、市民全員で負担をしています。 

公共サービスを維持するためには、人件費、光熱水費、維持管理費、管理運営費等の

費用がかかります。今後、財政状況がひっ迫していく中、適正な運営・維持管理について

検討を進めていく必要があります。 

 

＜公共建築物における運営・維持管理コストの状況＞ 

 

 

※市立病院、美榛苑、さんとぴあ榛原除く平成 24～26 年度の平均。 
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第 3 章 公共施設等マネジメントの推進方針 

本章では、公共施設等マネジメントを推進するにあたっての基本理念、基本方針及び施

策体系、公共施設等の管理に関する方針について示します。 

 

1.基本理念 

本市が抱える公共施設等の課題に対しては、安全・安心で利用でき、次世代が維持可能

なものとするために、将来的なまちづくりの視点を持って、施設削減・費用削減に取り組

んでいくことが重要です。そのためには、公共施設等の管理者である行政のみならず、受

益者であり負担者である市民の皆さんの意見を踏まえて取り組んでいくことが必要となり

ます。 

公共施設等の総合的な管理にあたり、以下の基本理念で取り組んでいきます。 

 

 

 

※公共施設等マネジメントとは、公共施設等を市民全員の資産として捉え、経営的な視点

から分析・検討することで施設の質・量・費用の最適化を図り、適正に維持管理してい

くための手法のことです。 

 

＜公共施設等マネジメントの展開イメージ＞ 

  

  

【基本理念】 

安全・安心で、次世代に繋げる 

公共施設等マネジメント※にみんなで取り組む宇陀
う だ

力
ぢから
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2.基本方針及び施策体系 

2-1.基本方針 

基本理念に基づき、公共施設等マネジメントを推進するにあたり、以下の基本方針を掲

げます。 

 

 

 

 

  

【公共施設等マネジメントの基本方針】 

 

方針１ 安全に長く使う 

安全・安心を最優先に確保し、かつ費用面から効率的な施設管理を行うため

に、計画的な点検・保全、施設の長寿命化を実施します。 

 

方針２ 適正な量で効率的に使う 

公共施設等の総量を次世代が費用面から維持可能な量とするために、新規

整備の適正化、再編による総量縮減、有効活用を行うとともに、まちづくり

に資する価値の高い、効率的な施設運営を推進します。 

 

方針３ みんなで継続的に取り組む 

公共施設等の総合的な管理を円滑に推進するために、推進体制を構築し、情

報公開を進め、行政・市民等との協働を継続的に推進します。 
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2-2.施策体系 

基本理念、公共施設等マネジメントの基本方針を踏まえて、以下の施策体系で取り組み

を進めていきます。 

 

＜基本理念、基本方針と施策体系＞ 

 

【施設類型別の方針】

【基本理念】

安全・安心で、次世代に繋げる
公共施設等マネジメントにみんなで取り組む宇陀力

【方針１】

安全に
長く使う

【方針２】

適正な量で
効率的に使う

【方針３】

みんなで継続的に
取り組む

公共建築物 インフラ施設

点
検
・診
断
等
の
実
施

【施策１】

修
繕
・更
新
等
の
実
施

【施策２】

耐
震
化
等
の
実
施

【施策４】

統
合
や
廃
止
の
推
進

【施策７】

効
率
的
な
管
理
運
営
の
推
進

【施策８】

推
進
体
制
等
の
構
築

【施策９】

市
民
等
と
の
情
報
共
有
の
推
進

【施策１０】

【個別施設計画】

学校
市営
住宅

集会所 庁舎 道路 橋りょう
上下
水道

その他

反映・連携

安
全
確
保
の
実
施

【施策３】

長
寿
命
化
の
実
施

【施策５】

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
実
施

【施策１１】

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ
ン
化
の
推
進

【施策６】
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3.公共施設等の管理に関する方針 

3-1.点検・診断等の実施方針 

3-1-1.点検・診断等の充実 

○施設の安全性を確保し、良好な状態に保つため、各種個別計画や建築基準法等の法

律に基づく定期点検を徹底します。 

○公共建築物について、各部位の劣化や機能の低下を明確化し、それを踏まえた計画

的な保全を図るため、劣化診断調査を定期的に実施します。 

○各部位の劣化や機能の低下等、不具合箇所を早期に発見するため、「公共建築物点検

マニュアル」及び「調査チェックシート」を整備する等、施設管理者による日常点

検を実施していきます。 

○市民との協働した点検・診断等のあり方を検討します。 

 

 

3-2.修繕・更新等の実施方針 

3-2-1.計画的な保全への転換 

○今後も保有していく施設については、不具合が生じてから修繕・更新等を行う「事

後保全」ではなく、不具合が生じる前に修繕・更新を行う「予防保全」へと維持管

理の方法を転換し、計画的な保全を行います。 

○計画的な保全を図る場合であっても、予防保全する部位と、事後保全でも支障がな

い部位等を明確化し、効率的に修繕等を実施します。 

○計画的な保全については、劣化診断調査に基づき、保全優先度を設定する等、計画

的かつ効率的な修繕・更新を行います。保全優先度については、個別計画の策定や

改定、定期的な劣化診断調査により、随時見直しを行います。 

○インフラ施設については、施設の特性に応じた修繕、長寿命化等に関する個別の保

全計画を策定します。 

 

3-2-2.修繕・更新費用の平準化・縮減 

○施設の修繕・更新について、特定の年度に集中しないよう保全スケジュールを作成

し、保全優先度等を考慮して単年度に発生する費用の平準化を図ります。また、高

いコスト意識を持ち、施工方法や使用材料の検討を行い、費用の縮減を図ります。 

 

3-2-3.効果的な施設の修繕・更新 

○施設の更新時には、必要とされる福祉性能や環境性能を考慮するとともに、長期に

わたり維持管理しやすい施設への改善や延床面積の縮減を検討します。 

○施設の更新（建替え）にあたっては、ライフサイクルマネジメントを踏まえるとと

もに、余剰・遊休施設の活用や分野横断的に複数の機能を持たせた複合施設を検討

します。 

○施設の修繕・更新には、民間の技術・ノウハウ等を活用するＰＰＰ/ＰＦＩ手法を含

め、最も効率的・効果的な手法を検討します。 
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3-2-4.修繕履歴等の蓄積 

○修繕履歴や点検・診断結果等については、メンテナンスサイクルの構築のため、施

設情報として蓄積・情報共有するとともに、分析を進め、計画的な保全に取り組む

ための基礎資料として、蓄積を図ります。 

 

 

3-3.安全確保の実施方針 

3-3-1.安全対策の優先的実施 

○利用者の安全を確保していくため、点検・診断結果等より、危険性が認められた施

設については、安全確保の対策を最優先に実施します。 

○特に高い危険性が認められた施設は、立入禁止措置を行ったうえ、供用廃止や除却

（建物解体）を検討します。 

 

 

3-4.耐震化等の実施方針 

3-4-1.耐震性の確保 

○耐震性を満たさない施設については、計画的に耐震診断・耐震改修を実施し、施設

の耐震化を図ります。特に、「宇陀市耐震改修促進計画」に基づき、地震発生時に応

急対策活動の拠点となる庁舎、避難収容拠点となる学校等は、優先的に実施します。 

 

3-4-2.防災機能の強化 

○災害時における避難場所・活動拠点に指定されている施設については、防災性や避

難時の利用性を高めるための機能確保を図ります。 

 

 

3-5.長寿命化の実施方針 

3-5-1.長寿命化の推進 

○今後も保有していく施設については、計画的な保全を実施し、長寿命化を図ります。 

○公共建築物について、建替え周期は、標準的な耐用年数である 60 年を基本とします

が、計画的な保全に取り組み、80 年を目標に長期使用を図ります。ただし、財政面

で効果的な投資が可能と判断できる場合は、整備時期を早める等、実態に即した施

設の整備を検討します。 

 

 

3-6.ユニバーサルデザイン化の推進方針 

3-6-1.ユニバーサルデザイン化の推進 

○公共施設の改修や更新については、人にやさしいユニバーサルデザインへの配慮に

努め、誰もが使いやすい施設となるようユニバーサルデザインに対応した施設整備

を行います。 
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3-7.統合や廃止の推進方針 

3-7-1.施設保有量の最適化 

○公共建築物の新設については、中長期的な財政状況を踏まえ、必要なサービスを効

率的に提供できるものとし、多数の機能を持たせた複合施設等、全庁的な観点から

施設保有量の最適化に努めます。 

3-7-2.公共建築物の再編による総量縮減と有効活用 

○施設情報の分析・評価結果や地域の実情を踏まえ、中長期的なまちづくりの観点か

ら、施設の再編に取り組み、施設保有量の縮減を進めます。 

○行政サービスについて、ハード（施設）とソフト（機能）で分け、市が今後も施設

を保有する必要性を検討します。 

○公共建築物の再編に際しては、市民と問題意識及び施設情報、分析・評価結果等を

共有し、相互理解の上、検討を進めていきます。 

○行政サービスと市民ニーズが適合しない施設については、施設の廃止を検討します。 

○用途や設置目的が同じ施設については、利用・立地状況を踏まえ、施設の統廃合を

進めます。 

○今後も保有していく施設のうち、各機能を集約する拠点となりうる施設については、

他の機能の移転等による多機能化（集約化・複合化）を進めます。 

○機能として必要であっても施設は必要ない行政サービスについては、民間移管や代

替サービス等、最適なサービスの提供手法を検討します。 

○市外の住民も利用可能な施設については、県や近隣市町村と施設を相互利用する等、

施設の広域利用（広域化）も検討します。 

○貸室等、多くの施設が保有する類似機能については、それぞれの施設の稼働率や立

地状況を考慮し、共用化を検討します。また、共用化により発生する未活用スペー

スについては、別用途への転換や民間への貸付等、施設の有効活用を図ります。 

 

3-7-3.インフラ施設の計画的整備・更新 

○インフラ施設については、市民生活と経済活動等を支える重要な施設であることか

ら、一定の新規整備を継続する必要があるため、財政状況を踏まえ、費用対効果を

十分に考慮して、新設と更新を計画的に実施していきます。 

○将来的には、インフラ施設についても社会経済情勢や市民ニーズ等を踏まえて、施

設の再編を検討します。 

 

 

3-8.効率的な管理運営の推進方針 

3-8-1.管理運営経費の削減 

○将来の市民ニーズを的確に把握し、業務内容や人員配置、開館時間、利用料金等を

適宜見直し、効率的・効果的な施設運営を検討します。 

○施設の管理運営について、その効果を十分に検討したうえで、指定管理者制度の活

用や民間委託を推進し、民間のノウハウを活用した行政サービスの提供を進め、費

用の削減やサービスの向上を図ります。 
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○施設の維持管理や修繕、管理運営については、民間への包括的な委託契約や、アド

プト制度（行政が、道路や公園等で市民等と定期的に美化活動を行うよう契約する

制度）による市民との協働での管理等、効率的な手法を検討します。 

○光熱水費等、施設にかかる日常的な経費について、類似施設間で比較分析すること

で、施設管理者のコスト意識を醸成するとともに、省エネルギー設備の導入等、管

理運営経費の削減に向けた対策を検討します。 

○賃料を支払っている借地については、購入等により可能な限り借地の解消を検討し、

施設の維持管理に関わる費用の削減に努めます。 

 

3-8-2.財源の確保 

○広告の掲出やネーミングライツの販売、公共建築物等の再編による未活用施設の売

却・貸付等、新たな財源の確保に向けた取り組みを検討します。 

○一般財源による負担を軽減するため、国や県等の補助制度を積極的に活用し、特定

財源の確保に努めます。 

○施設の修繕・更新に備え、公共建築物整備基金への積み立て等を計画的に行い、財

源の確保に努めます。 

○公共建築物の再編により、余剰となる建物・土地等については、民間への売却・貸

付等により、財源の確保に努めるだけでなく、必要な民間サービスの誘導や市民ニ

ーズに対応した官民複合施設の整備等、まちづくりと連携した公的不動産としての

活用を検討します。 

 

 

3-9.推進体制等の構築方針 

3-9-1.全庁的な推進体制の強化 

○全庁的に公共施設等マネジメントを推進していくため、公共施設等の情報の一元的

な管理を行い、計画の進行を管理していく専門部署を設置する等、体制強化を検討

します。 

○公共施設等マネジメントにおける重要事項について、全庁的な調整・合意を行う場

として、公共施設等マネジメント庁内検討チームを設置する等、継続的に検討して

いきます。 

○公共建築物の再編について、有識者や公募市民等により組織する（仮称）公共施設

等マネジメント検討委員会を設置する等、市民との協働で検討を進めます。 

○資産経営の視点で、限られた財源を効率的に活用するためには、財政、行財政改革、

企画、管財部署が連携し、公共施設等マネジメントによる再編や保全等、事業の優

先度の判断と連動した予算編成・予算配分の仕組みを構築します。 

 

3-9-2.情報の一元管理 

○個々の施設ごとに施設所管部署が把握している施設情報等について、一元的に管理・

共有化するため、施設情報のデータベース化を進め、定期的に更新するとともに、

固定資産台帳等との連動を進めます。 

○公共施設等マネジメントを推進するために必要な施設情報について、各施設所管部



 

32 

署との役割分担のもと、継続的に更新、活用できる仕組みを構築します。 

 

3-9-3.職員の意識啓発と専門技術等の向上 

○公共施設等マネジメントの推進には、職員一人ひとりが公共施設等マネジメントの

意義を理解し、創意工夫のもと実践していくことが重要となるため、職員を対象と

した研修会等を定期的に実施し、職員の意識啓発や施設の点検等に係るノウハウの

蓄積・継承に向けた取り組みを推進します。 

 

3-9-4.様々な主体との連携体制の構築 

○市外の住民も利用可能な施設等について、本市で公共建築物を保有・整備するので

はなく、国や県、近隣市町村と施設を相互利用する手法等を検討するため、広域的

な体制を構築します。 

○ＰＰＰ／ＰＦＩ手法等の導入や、民間施設を利用した行政サービスの提供等、公民

連携の充実を図るための体制を構築します。 

 

 

3-10.市民等との情報共有の推進方針 

3-10-1.情報公開の推進 

○公共施設等マネジメントの推進には、市民の理解が必要不可欠となるため、施設情

報や検討経過について、ホームページや広報紙等に掲載することにより情報公開を

進め、市民と問題意識を共有していきます。 

○ＰＰＰ／ＰＦＩ手法や指定管理者制度等、民間活力の活用や、未活用施設の売却・

貸付を進めるため、これらに関する施設情報についても、ホームページや広報紙等

で公開していきます。 

 

3-10-2.行政・市民協働による検討の仕組みづくり 

○「宇陀市まちづくり協議会」等と連携し、市民との協働による公共施設のあり方を

検討するため、市民説明会の実施等、意見交換・情報共有の場を設置するための仕

組みを検討します。 

 

 

3-11.フォローアップの実施方針 

3-11-1.継続的な進行管理 

○公共施設等マネジメントの推進については、構築した推進体制に基づき、マネジメ

ントシステムの基本であるＰＬＡＮ（計画）、ＤＯ（実行）、ＣＨＥＣＫ（評価）、Ａ

ＣＴ（改善）のＰＤＣＡサイクルにより、進捗状況等を評価・検証し改善・改革を

行います。 

 

3-11-2.計画の見直し 

○ＰＤＣＡサイクルの評価等の結果により、適宜見直しを行います。また、社会経済
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情勢の変化や、関連する計画の策定・変更等が行われた場合にも、変化に応じた見

直しを行います。  
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第 4 章 施設類型別の方向性 

本章では、公共建築物、インフラ施設における施設類型別の方向性を示します。 

なお、方向性は、おおむね今後 10 年間を目処とした期間とします。 

 

1.公共建築物 

次頁以降に、公共建築物の施設類型（中分類）別の方向性を示します。 

 

＜公共建築物の施設類型（中分類）＞ 

大分類 中分類 

01 市民文化系施設 公民館等、集会施設、文化施設、人権交流センター 

02 社会教育系施設 博物館等 

03 スポーツ・レクリエー

ション系施設 

屋内スポーツ施設、屋外施設の管理棟等、保養施設、 

観光施設 

04 産業系施設 農林系施設、商工系施設 

05 学校教育系施設 学校、学校給食センター 

06 子育て支援施設 幼稚園・保育所・認定こども園、幼児・児童施設 

07 保健・福祉施設 保健施設、高齢者福祉施設 

08 医療施設 医療施設 

09 行政系施設 庁舎等、消防施設等、その他行政系施設 

10 市営住宅 市営住宅 

11 供給処理施設 供給処理施設 

12 その他 
駐輪場、斎場・霊苑、公衆便所、宮奥ダム関連施設、 

普通財産 

 

次頁以降に示す施設一覧表の留意事項は、以下のとおりです。 

・施設の諸元は、平成 27 年（2015 年）3 月末時点のものです。 

・複数棟からなる施設は、延床面積は合計、建築年度、構造、階数、耐震性は代表棟

のもの（最も延床面積が大きいもの等）を示しています。 

・築年数は、平成 28 年度（2016 年度）時点です。 

・構造は、RC 造：鉄筋コンクリート造、SRC 造：鉄骨鉄筋コンクリート造、S 造：鉄

骨造、CB 造：コンクリートブロック造を意味します。 

・耐震性は、以下の分類に分けて、記載しています。 

新耐震 

改修済 

改修不要 

改修未実施 

診断未実施 

：昭和 56 年（1981 年）6 月以降建築のもの 

：耐震改修を実施したもの 

：耐震診断の結果、耐震改修が不要と判明しているもの 

：耐震診断の結果、耐震改修が必要とされ未改修のもの 

：耐震診断が未実施のもの 

・延床面積の合計値は、小数点処理の関係から一致しないものがあります。 
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1-1.市民文化系施設 

1-1-1.公民館等 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、市が主催する公民館事業の場として、また、市民の生涯学習活動や地域活

動を推進するための貸館として、ホールや会議室等を有する公民館等を 4 施設所有

しています。このうち、榛原総合センターは、市立図書館と複合化しています。 

・ 公民館は、「宇陀市公民館の今後のあり方について（答申）」（宇陀市公民館運営審議

会、平成 24 年 9 月 28 日）を踏まえ、旧町村のそれぞれで運営していた公民館施設

のあり方を見直し、現在は、大宇陀地域の中央公民館（分館を兼ねる）と、菟田野

地域、榛原地域、室生地域それぞれの分館で運営しています。 

・ 榛原総合センター以外の 3 施設は、築 40 年が経過しており、老朽化が進んでいま

す。また、耐震診断が未実施となっています。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。 

・ 本市では、過疎化や少子・高齢化の急速な進展等に適応していくため、旧小学校区

や旧地区公民館を単位とした、まちづくり協議会が設立されており、今後は、その

活動の中の生涯学習活動に対して支援していくことが求められています。 

 

＜市民文化系施設（公民館等）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

中央公民館（兼大宇陀分館） 大宇陀 1972 44 RC 造 2 1,634 
診断 

未実施 
直営 

菟田野分館 菟田野 1972 44 RC 造 3 1,069 
診断 

未実施 
直営 

榛原総合センター（中央公民館榛原分

館、市立図書館） 
榛原 1987 29 RC 造 3 2,520 新耐震 直営 

室生振興センター（中央公民館室生分

館） 
室生 1974 42 RC 造 2 1,882 

診断 

未実施 
直営 

合計 － － － － － 7,106 － － 

 

＜市民文化系施設（公民館等）の利用状況＞ 

公民館等 大宇陀 菟田野 榛原 室生 

貸室（最大収容人数） 

ホール（200 人）、講

座室 A（15 人）、講

座室 B（40 人）、談

話室（20 人） 

ホール（100 人）、集

会室（40 人）、小会

議室（20 人）、講義

室（15 人） 

会議室 A（30 人）、会

議室 B（35 人）、調理

室（40 人）、創作室（40

人）、焼釜室（5 人）、

和室（30 人）、ホール

（400 人）、会議室 C

（100 人）、会議室 D

（250 人） 

大集会室（400 人）、農

林研修室（32 人）、研

修室（64 人）、行政相

談室（10 人）、会議室

1（25 人）、会議室 2（28

人）、和室（70 人）、生

活実習室（36 人） 

利
用 

開館日数（日） 293 293 291 292 

利用者数（人） 4,480 5,402 28,405 15,533 

利用件数（件） 291 462 1,411 604 

コ
ス
ト 

歳入（千円） 199 1,279 1,843 584 

歳出（千円） 32,100 7,463 10,022 7,770 

歳入/歳出比率 1％ 17％ 18％ 8％ 

※数値は、平成 26 年度（2014 年度）実績値。 

※大宇陀は、歳出に中央公民館として職員の人件費を含む。 
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(2) 方向性 

・ 公民館等については、引き続き各地域に市民の生涯学習の場等を提供していくため、

機能として、各地域に 1 ヶ所の配置を維持します。 

・ 市立図書館と複合化している榛原総合センターについては、現在の配置・機能を維

持し、中央公民館、菟田野分館、室生振興センターについては、老朽化が進んでい

ることから、施設としては、ホール、会議室等の集会機能が重複する他の施設との

複合化等を検討します。 
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1-1-2.集会施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、自治会活動をはじめとする地域コミュニティ活動に利用されている集会

所を 123 施設所有しています。 

・ 一部の集会施設は、まちづくり協議会の活動に利用されています。 

・ ほとんどは特定の大字単位で利用されている施設であり、利用者が特定の地区住

民に限定される施設です。このような施設の新築や改修等の整備にあたっては、利

用者である自治会等が自己財源で行う（市は経費の一部を補助）ことを原則として

いますが、各施設とも様々な国庫補助事業を活用して市が整備を支援してきた経

緯があり、市所有の施設になっています。 

・ 市内には、自治会等が独自で整備し、所有している集会施設もあります。 

・ 平成 26 年 4 月からは、自治会等の裁量による自由で主体的な施設利用が可能とな

るよう、使用貸借契約に基づく自治会等での管理運営を推進しています。 

＜市民文化系施設（集会施設）一覧＞ 

所管課 

施設数 

延床面積 

（㎡） 
備考 

総数 

自治会等 市 

使用 

貸借 

指定 

管理 
直営 

大宇陀地域事務所 38 13 25 0 5,213 大宇陀地域の集会所等 

菟田野地域事務所 16 11 2 3 1,960 菟田野地域の集会所等 

総務課 44 38 6 0 7,904 榛原地域の集会所等 

室生地域事務所 15 10 5 0 5,798 室生地域の集会所等 

介護福祉課 5 0 0 5 527 

無山老人憩の家、桧牧老人憩の

家、下井足老人憩の家、大野西垣

内老人憩の家、蕨老人憩の家 

市営住宅課 2 0 0 2 130 
上笠神団地（笠神集会所）、無山

団地集会所 

人権推進課 3 0 0 3 902 
元うたの湯、大野西垣内集会所、

蕨集会所 

合計 123 72 38 13 22,434  

 

(2) 方向性 

・ 市民協働の観点から、自治会等の裁量による自由で主体的な施設利用を促進して

いくため、引き続き、自治会等による管理運営を推進します。自治会等での管理

運営が見込まれない施設については、用途を廃止します。 

・ 自治会活動で利用される集会施設の建替え等を支援していくとともに、自己財源

の確保が困難な自治会等に対しては、複数の自治会による共同建替えや他の公共

施設の貸付等により、地域コミュニティ活動を行うための集会機能を維持しま

す。 

・ 今後は、利用者が特定の地区住民に限定される施設については、地元自治会等へ

の譲渡も検討します。 

・ まちづくり協議会との協働による地域づくりを推進していくため、これまでの施

設配置を見直し、大宇陀・菟田野・榛原地域では旧小学校区の単位において、ま
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た室生地域については、旧地区公民館の単位において、まちづくり協議会の活動

拠点となる集会施設を配置することを検討します。  



 

39 

1-1-3.文化施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、市が主催する文化事業を実施し、質の高い芸術文化に市民が触れる機会を

提供するとともに、市民の主体的な文化活動の場を提供する施設として、文化施設

を 7 施設所有しています。 

・ 文化会館は、本市を代表する文化施設で、市内唯一の 500 人規模の大ホールを有

し、コンサートや成人式等の各種イベントを実施するとともに、貸館として市民の

文化活動の発表の場として利用されています。管理運営は、直営で実施しており、

年間利用者数は 19,969 人です。 

・ 菟田野農村環境改善センター「農林センター」、大和富士ホール、基幹集落センタ

ー「たかぎふるさと館」、農村環境改善センター「農林会館」は、直営で貸館を主

とした施設で、地域での文化活動に利用されています。施設の利用状況は、大和富

士ホールで年間利用者数 37,159 人と高い利用状況となっています。 

・ 室生高齢者ふれあい館「音楽の森」、文化芸術活動体験交流施設「ふるさと元気村」

は、指定管理者制度を導入している施設で、指定管理者が主体的に地域での文化活

動を行っています。 

・ 菟田野農村環境改善センター「農林センター」、農村環境改善センター「農林会館」、

室生高齢者ふれあい館「音楽の森」については築 30 年が経過しており、老朽化が

進んでいます。 

 

＜市民文化系施設（文化施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

文化会館 大宇陀 1990 26 RC 造 2 3,667 新耐震 直営 

菟田野農村環境改善センター 

「農林センター」 
菟田野 1986 30 RC 造 1 924 新耐震  直営 

大和富士ホール 榛原 1997 19 S 造 1 445 新耐震  直営 

基幹集落センター 

「たかぎふるさと館」 
榛原 1994 22 木造 1 946 新耐震  直営 

農村環境改善センター 

「農林会館」 
榛原 1983 33 RC 造 2 1,024 新耐震  直営 

室生高齢者ふれあい館 

「音楽の森」 
室生 1984 32 S 造他 1 428 新耐震  

指定 

管理 

文化芸術活動体験交流施設 

「ふるさと元気村」 
室生 1988 28 RC 造 3 2,544 新耐震  

指定 

管理 

合計 － － － － － 9,978 － － 
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＜市民文化系施設（文化施設）の利用状況①＞ 

文化施設 文化会館 農林センター 大和富士ホール たかぎふるさと館 

貸室（最大収容人数） 

ホール（500 人）、研

修室、展示ホール、

創作室、セミナー

室、メディアルー

ム、和室 

農事研修室、談話

室、多目的ホール 

和室 B、ホール（120

人）、控室 

研修室、調理実習

室、健康相談室、和

室 1、和室 2、大会

議室 

利
用 

開館日数（日） 292 305 310 267 

利用者数（人） 19,969 664 37,159 2,233 

利用件数（件） 494 32 1,435 103 

コ
ス
ト 

歳入（千円） 12,206 209 653 93 

歳出（千円） 38,797 1,475 3,700 5,732 

歳入/歳出比率 32％ 14％ 18％ 2％ 

※数値は、平成 26 年度（2014 年度）実績値。 

 

＜市民文化系施設（文化施設）の利用状況②＞ 

文化施設 農林会館 音楽の森 ふるさと元気村 

貸室（最大収容人数） 

小会議室、図書室、料

理実習室、生活指導

室、和室、大集会室 

ホール（80 人）、プレイ

ルーム 1、プレイルー

ム 2、厨房 

調理室、コミュニティ活動室、休憩

室、多目的ホール（50 人）、シャワー

室、体験工房室、アトリエ、多目的広

場（80 人）、和室、調理室 2 

利
用 

開館日数（日） 268 192 303 

利用者数（人） 10,013 3,579 1,423 

利用件数（件） 627 0 213 

コ
ス
ト 

歳入（千円） 462 0 0 

歳出（千円） 2,978 5,225 2,890 

歳入/歳出比率 16％ － － 

※数値は、平成 26 年度（2014 年度）実績値。 

 

 

(2) 方向性 

・ 文化会館については、他に類似施設がなく、特殊設備を有し、芸術文化の振興を本

市の独自施策として展開するために必要な施設であることから、現在の配置・機能

を維持しますが、管理運営のあり方を見直す等、有効活用を図ります。 

・ 直営で貸館を主とする施設については、老朽化の進展具合や今後の利用状況を踏

まえ、集会機能が重複する近隣の他の施設との共有化等を検討し、規模の最適化を

図ります。 

・ 指定管理者制度を導入している施設については、それぞれの団体の活動状況、施設

の老朽化状況も踏まえ、施設のあり方について検討します。 

  



 

41 

1-1-4.人権交流センター 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、人権啓発の拠点として、あらゆる人権に関する課題を解決するための各種

事業を総合的に行う人権交流センターを 3 施設所有しています。 

・ 大宇陀人権センター以外は、築 40 年前後であり、老朽化が進んでいます。また、

耐震改修・診断が実施されていません。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。 

・ 人権交流センターは、平成 23 年に宇陀市あらゆる差別の撤廃・人権擁護に関する

審議会から答申が出され、現在 3 施設ある人権交流センターを菟田野人権交流セ

ンターに統合する方向性が示されています。 

・ 菟田野人権交流センターは、魅力と活力のあるまちづくりの拠点施設として建替

えを検討しており、奈良県と協議を進めているまちづくり基本構想の中でも新た

な地域交流の拠点施設としての運営をめざしています。 

 

＜市民文化系施設（人権交流センター）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

大宇陀人権交流センター 大宇陀 2005 11 S 造 1 622 新耐震 直営 

菟田野人権交流センター 菟田野 1979 37 RC 造 3 2,319 
改修 

未実施 
直営 

室生人権交流センター 室生 1974 42 RC 造 3 615 
診断 

未実施 
直営 

合計 － － － － － 3,556 － － 

 

＜市民文化系施設（人権交流センター）の利用状況＞ 

人権交流センター 大宇陀 菟田野 室生 

貸室 

図書室兼会議室、機能回復

訓練室、調理実習室 

1 階和室、1 階デイ室、2 階

集会室、2 階会議室、2 階調

理実習室、3 階多目的室、3

階談話室、3 階和室、体育

館、2 階ゆづり葉室 

大集会室、調理実習室、学

習室 

利
用 

開館日数（日） 244 302 258 

利用者数（人） 6,398 8,595 1,576 

利用件数（件） 95 737 250 

コ
ス
ト 

歳入（千円） 11,329 10,872 9,085 

歳出（千円） 36,778 23,734 19,933 

歳入/歳出比率 31％ 46％ 46％ 

※数値は、平成 26 年度（2014 年度）実績値。 

 

 

(2) 方向性 

・ 人権交流センターについては、答申の方向性を踏まえて、人権啓発の拠点として

の機能を菟田野人権交流センターに集約し、適正な規模での建替えを検討すると

ともに、機能移転後の施設は他の用途に転用する等、有効活用を検討します。 

  



 

42 

1-2.社会教育系施設 

1-2-1.博物館等 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、市の文化財や文化作品等を展示する博物館等を 7 施設所有しています。 

・ 歴史文化館「薬の館」は旧細川家住宅、歴史文化館「旧旅籠あぶらや」は旧中川家

住宅で両館とも市指定文化財であり、保存するとともに一般公開している施設で

す。 

・ 松山地区まちづくりセンターは、旧内藤家住宅を改修したまちづくりの拠点施設、

松山地区まちなみギャラリーは、町並みの景観と調和を図った建築物で展示場及

び物販を提供する施設です。 

・ 大宇陀福祉会館は明治時代に町役場として建てられた施設で、時代の変遷ととも

に使用形態が変わり、近年は福祉会館として利用されています。 

・ 歴史文化館「薬の館」、松山地区まちづくりセンター、松山地区まちなみギャラリ

ー、大宇陀福祉会館は、重要伝統的建造物群保存地区である松山地区に立地してい

ます。 

・ 室生山上公園芸術の森は、ダニ・カラヴァンの手によって空間全体が彫刻作品とし

て作られた公園であり、建築物として管理棟等を設置しています。 

・ 室生地域文化伝習展示施設「あさぎりホール」は、地すべり対策事業にて県が整備

後、市に移管された施設で、ホールは県無形民俗文化財に指定されている室生神楽

（獅子舞）の練習場所として活用されています。 

・ 管理運営は、指定管理者制度を導入している松山地区まちなみギャラリー、室生地

域文化伝習展示施設「あさぎりホール」以外は、直営で実施しています。 

 

＜社会教育系施設（博物館等）一覧＞ 

施設名 地域 

建築 

（改修） 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

松山地区まちづくりセンター 大宇陀 2003 13 木造 2 356 
診断 

未実施 
直営 

松山地区まちなみギャラリー 大宇陀 2004 12 木造 2 173 新耐震 
指定 

管理 

歴史文化館「薬の館」 大宇陀 1992 24 木造 2 810 
診断 

未実施 
直営 

大宇陀福祉会館 大宇陀 1904 112 木造 2 299 
診断 

未実施 
直営 

歴史文化館「旧旅籠あぶらや」 榛原 2012 4 木造 2 243 
診断 

未実施 
直営 

室生山上公園芸術の森（管理棟等） 室生 2005 11 RC 造 1 553 新耐震 直営 

室生地域文化伝習展示施設「あさぎ

りホール」 
室生 1999 17 RC 造 2 583 新耐震 

指定 

管理 

合計 － － － － － 3,017 － － 
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(2) 方向性 

・ 博物館等については、本市の文化財として、また文化財を保存・活用するために有

効な施設であることから、現在の配置・機能を維持します。 

・ 大宇陀福祉会館については、歴史的建築物であることから、今後、地域の文化伝

承施設としての活用を検討します。 
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1-3.スポーツ・レクリエーション系施設 

1-3-1.屋内スポーツ施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、屋内スポーツ施設として、体育館を 6 施設、室内温水プールを 1 施設、屋

内テニス・ゲートボール場を 3 施設所有しています。 

・ 総合体育館及び室内温水プールは、榛原総合運動場と隣接しており、各種スポーツ

大会等が開催できる規模を有する総合的なスポーツ施設です。大宇陀体育館は規

模の大きい施設であり、総合体育館と役割が一部重複しています。 

・ 内原体育館、榛原体育センター、伊那佐体育館、室生農林トレーニングセンターは、

地域で活用される体育館です。 

・ 大宇陀ふれあい交流ドームは、市内で唯一の屋内テニス場と屋内ゲートボール場

を有しています。 

・ 榛原ゲートボール場、室生屋内山村広場は、屋内ゲートボール場です。 

・ 体育館は、築 30 年前後となっており、老朽化が進んでいます。内原体育館は、老

朽化等により、平成 26 年度から休館しています。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。 

・ 本市では、学校教育に支障のない範囲で、小中学校の体育館を一般に公開していま

す。 

 

＜スポーツ・レクリエーション系施設（屋内スポーツ施設）一覧＞ 

施設名 

（延利用者数） 
地域 

建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

大宇陀体育館 

（22,166 人） 
大宇陀 1983 33 RC 造 2 3,789 新耐震 直営 

内原体育館 

（休館中） 
大宇陀 1982 34 S 造 1 433 新耐震  直営 

大宇陀ふれあい交流ドーム 

（19,290 人） 
大宇陀 2004 12 S 造 1 2,505 新耐震  直営 

総合体育館 

（42,089 人） 
榛原 1983 33 

RC 造

他 
2 5,496 新耐震  直営 

室内温水プール 

（38,905 人） 
榛原 1992 24 RC 造 2 1,836 新耐震  直営 

榛原体育センター 

（27,852 人） 
榛原 1988 28 S 造 1 875 新耐震  直営 

伊那佐体育館 

（4,708 人） 
榛原 1988 28 RC 造 1 759 新耐震  直営 

榛原ゲートボール場 

（3,674 人） 
榛原 1998 18 S 造 1 1,232 新耐震  直営 

室生屋内山村広場 

（7,094 人） 
室生 2003 13 木造 1 2,646 新耐震  直営 

室生農林トレーニングセンター 

（21,857 人） 
室生 1987 29 木造 1 961 新耐震  直営 

合計 － － － － － 20,531 － － 

※延利用者数は、平成 26 年度（2014 年度）実績。 
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(2) 方向性 

・ 総合体育館及び室内温水プールについては、各種スポーツ大会等が開催できる拠

点施設として、現在の配置・機能を維持しますが、民間活力の導入等、管理運営の

あり方を見直す等有効活用を図ります。 

・ その他体育館については、地域住民の日常的なスポーツ活動のために必要な施設

ですが、築年数が 30 年を超え、老朽化が進んでいることから、利用実態を精査す

るとともに、今後の利用需要、小中学校等の体育館の一般開放、体育館機能を有す

る集会施設等との機能の共有化を考慮し、施設の統廃合、規模の適正化について検

討します。 

・ 屋内テニス・ゲートボール場については、それぞれ雨天時でも活動できる施設

で、生涯スポーツや各種行事の開催場所として重要な施設であり、築年数も比較

的新しい施設であることから、現在の配置・機能を維持します。 
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1-3-2.屋外施設の管理棟等 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、屋外の運動場等のうち、管理棟や倉庫、トイレ等を有するものを 9 施設所

有しています。 

・ 屋外の運動場等は、地域での屋外スポーツ等で活用されています。 

 

＜スポーツ・レクリエーション系施設（屋外施設の管理棟等）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

大宇陀運動場（トイレ） 大宇陀 不明 不明 非木造 1 16 
診断 

未実施 
直営 

菟田野ゲートボール場（トイレ） 菟田野 2002 14 木造 1 95 新耐震 直営 

菟田野運動場（倉庫・トイレ） 菟田野 不明 不明 非木造 1 52 
診断 

未実施  
直営 

榛原運動場（倉庫） 榛原 1969 47 CB 造 1 118 
診断 

未実施  
直営 

ひのき坂テニスコート（トイレ） 榛原 不明 不明 C 造 1 10 
診断 

未実施  
直営 

内牧運動場（トイレ） 榛原 不明 不明 
ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ

造 
1 10 

診断 

未実施  
直営 

室生運動場（トイレ・倉庫） 室生 1985 31 非木造 1 160 新耐震  直営 

室生オートキャンプ場（炊事棟） 室生 2005 11 木造 1 52 新耐震  直営 

室生野外ステージ（ステージ） 室生 1995 21 RC 造 1 189 新耐震  直営 

合計 － － － － － 702 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 屋外施設の管理棟等については、屋外の運動場等の付帯施設であり、管理棟やトイ

レ、倉庫等の必要な施設であることから、現在の配置・機能を維持します。 
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1-3-3.保養施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、保養施設として、日帰り温浴施設、温浴宿泊施設を所有しています。 

・ 温浴施設や宿泊施設は、収益性が求められる施設であるため、民間事業者による整

備・運営が一般的ですが、本市では、地域の雇用対策や地域振興の一環として取り

組んできた経緯があります。また、高齢者等市民の健康増進の役割も担っていま

す。 

・ 心の森「多世代交流プラザ」」（大宇陀温泉あきののゆ）は、地域住民の健康増進を

目的とした日帰り温浴施設です。また、施設内の一室に、大宇陀保健センターを設

置しています。 

・ 美榛苑は、宿泊事業を展開する温浴宿泊施設で、滞在型観光の拠点施設です。 

・ 管理運営は、すべて指定管理者が行っています。市は、指定管理料の支出は無く、

納付金や施設利用料を徴収しています。なお、心の森「多世代交流プラザ」は、平

成 28 年度からは新しく地元企業主体の指定管理者に変更となっています。 

 

＜スポーツ・レクリエーション系施設（保養施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

心の森「多世代交流プラザ」 大宇陀 1999 17 RC 造 1 2,815 新耐震 
指定 

管理 

保養センター美榛苑 榛原 1994 22 RC 造 4 6,889 新耐震 
指定 

管理 

合計 － － － － － 9,704 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 保養施設は、指定管理者制度を導入した運営管理で、市は納付金や施設使用料を徴

収していますが、収益性の求められる施設であることから、今後の経営状況を踏ま

え、施設のあり方について検討します。 
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1-3-4.観光施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、観光案内所、道の駅を 2 ヶ所、その他観光休憩所を所有しています。 

・ 観光案内所「うだ観処」は、近鉄榛原駅前に設置した本市唯一の観光案内所です。 

・ 道の駅は、ドライバーが休憩できる道路の施設で、駐車場やトイレ等の道の駅の機

能に加え、物販、レストラン、野菜の直売所から構成されています。市内には、大

宇陀地域に道の駅「宇陀路大宇陀阿騎野宿」、室生地域に道の駅「宇陀路室生」を

設置しています。 

・ 室生休憩所は、室生寺と仏隆寺間の道路沿いの山間部に設置された施設です。 

・ 道の駅の管理運営は、一部は委託ですが、指定管理者が行っています。市は、指定

管理料の支出は無く、施設利用料等を受け取っています。 

 

＜スポーツ・レクリエーション系施設（観光施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

道の駅「宇陀路大宇陀 阿騎野宿」 大宇陀 1996 20 木造 2 894 新耐震  
指定 

管理 

道の駅「宇陀路大宇陀 阿騎野宿」阿

騎野新鮮野菜直売所 
大宇陀 1996 20 木造 1 45 新耐震  

使用 

貸借 

観光案内所「うだ観処」 榛原 2009 7 木造 1 44 新耐震  
使用 

貸借 

道の駅「宇陀路室生」 室生 1997 19 S 造 1 384 新耐震  
指定 

管理 

道の駅「宇陀路室生」こもれび市場 室生 1999 17 木造 1 120 新耐震  
指定 

管理 

室生休憩所 室生 1995 21 木造 1 36 新耐震  直営 

合計 － － － － － 1,523 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 観光案内所「うだ観処」については、本市の玄関口である近鉄榛原駅に訪れる観光

客にとって唯一の施設であることから、現在の機能を維持するとともに、充実を図

ります。 

・ 道の駅については、本市の産業・観光の拠点であり、また生産者の製造、販売を促

し地域の活性化に寄与し、本市に収益をもたらしている施設であることから、現在

の配置・機能を維持し、引き続き、定期的なモニタリング評価を行い、サービス水

準の妥当性、財政的効果等を踏まえ、事業継続性を審査します。 
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1-4.産業系施設 

1-4-1.農林系施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、農林系施設として、農産物加工所、野菜の直売所 2 施設、共同作業場を所

有しています。 

・ 阿騎野農産物加工所は、旧守道小学校の一部を活用した施設です。 

・ 菟田野アグリマート及び榛原にぎわい市場は、農産物の直売所です。 

・ 桧牧共同作業場は、地域の作業場、木材置場として活用されている施設です。旧榛

原町時代に契約が締結され、現在でも利用されています。 

・ 桧牧共同作業場以外は、管理運営は、すべて指定管理者が行っています。 

・ 桧牧共同作業場は、築 36 年が経過し、老朽化が進んでいます。 

 

＜産業系施設（農林系施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

阿騎野農産物加工所 大宇陀 2011 5 RC 造 1 809 新耐震  
指定 

管理 

菟田野アグリマート 菟田野 2003 13 S 造 1 135 新耐震  
指定 

管理 

榛原にぎわい市場 榛原 2002 14 木造 1 113 新耐震  
指定 

管理 

桧牧共同作業場 榛原 1980 36 S 造 1 345 
改修 

不要  
直営 

合計 － － － － － 1,402 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 指定管理者制度を導入している施設については、各種活動団体が農業振興と地域

活性化に活用している施設であることから、現在の配置・機能を維持します。 

・ 桧牧共同作業場については、特定の利用者に限定される施設であることから、利

用者への譲渡を検討し、受け手がいない場合は用途を廃止します。 
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1-4-2.商工系施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、商工系施設として、毛皮革産業を振興する施設を菟田野毛皮革工場団地内

に 3 施設所有しています。 

・ 大型共同作業場は、地場産業の振興する作業場で、奈良県毛皮革工場団地協同組合

が使用しています。 

・ 菟田野産業振興センターは、毛皮革産業の振興を図るための施設です。 

・ 毛皮革工場団地用水施設は、毛皮革工場団地内の工場用水施設です。 

・ 管理運営は、使用貸借契約を締結している大型共同作業場以外は、直営で実施して

います。 

・ 全ての施設において、築 30 年程度が経過し、老朽化が進んでいます。 

 

＜産業系施設（商工系施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

大型共同作業場 菟田野 1988 28 S 造 2 962 新耐震  
使用 

貸借 

菟田野産業振興センター 菟田野 1989 27 RC 造 2 1,158 新耐震  直営 

毛皮革工場団地用水施設 菟田野 1988 28 B 造 1 48 新耐震  直営 

合計 － － － － － 2,168 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 商工系施設については、菟田野毛皮革工場団地内にあり、地場産業である毛皮革産

業を振興し、事業者に有効活用されている施設ですが、老朽化が進み、修繕・更新

等が発生することが見込まれることから、今後の施設のあり方、事業者との役割分

担について、検討を進めます。 
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1-5.学校教育系施設 

1-5-1.学校 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、小中学校について合併後に統廃合を進め、現在、小学校 6 校と中学校 4 校

を広範な市域に配置しています。 

・ 中学校については、旧町村単位である地域毎に 1 校の配置となっています。 

・ 小学校については、榛原地域には 3 校配置されており、それ以外の地域には 1 校

の配置となっています。 

・ 学校の統廃合の結果、遠距離通学が必要になった児童生徒を対象にスクールバス

を 29 台運行しています。スクールバスは、プールの無い学校が榛原地域の室内温

水プールを利用する際にも活用されています。 

・ 大宇陀小学校、菟田野小学校、菟田野中学校以外は、築 30 年以上を経過しており、

老朽化が進んでいます。学校は、本市の所有する公共建築物の約 2 割（延床面積ベ

ース）を占めているため、将来の更新費用についても、財政に与える影響が大きい

施設です。 

・ 児童生徒数は、平成 28 年度は 1,993 人（児童 1,261 人、生徒 732 人）ですが、6

年後の平成 34 年度には 1,643 人（児童 978 人、生徒 665 人）と、今後減少が進む

ことが見込まれています。これまでにも学校規模の適正化を推進してきましたが、

児童、生徒数の推移を注視していく必要があります。 

 

＜学校教育系施設（学校）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

大宇陀小学校 大宇陀 2012 4 RC 造 3 6,439 新耐震 直営 

大宇陀中学校 大宇陀 1980 36 RC 造 3 6,257 改修済 直営 

菟田野小学校 菟田野 2005 11 RC 造 2 4,938 新耐震  直営 

菟田野中学校 菟田野 1993 23 RC 造 3 5,630 新耐震  直営 

榛原小学校 榛原 1972 44 RC 造 3 6,084 改修済 直営 

榛原西小学校 榛原 1976 40 RC 造 3 3,325 改修済 直営 

榛原東小学校 榛原 1978 38 RC 造 3 6,791 改修済 直営 

榛原中学校 榛原 1982 34 RC 造 4 9,354 
改修 

未実施 
直営 

室生小学校 室生 1983 33 RC 造 3 2,827 新耐震 直営 

室生中学校 室生 1966 50 RC 造 3 4,657 改修済 直営 

合計 － － － － － 56,302 － － 

※榛原中学校については、平成 27 年度から耐震改修作業等を実施中。 
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(2) 方向性 

・ 学校については、児童生徒数の減少や老朽化の進展といった学校を取り巻く課題

に対応し、より良い教育環境を確保していくため、広範な市域を勘案しつつ、保護

者や地域住民と共通理解を図りながら、地域コミュニティの場としての性格も考

慮しつつ、他の施設との複合化・共有化も視野に入れながら、地域の実情を踏まえ、

学校の規模・配置の適正化について検討を進めます。 

・ 学校統合により生じた廃校については、地域コミュニティのための施設としての

活用や地域の活性化の観点から有効活用を図ります。 
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1-5-2.学校給食センター 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、学校給食センターとして、1 施設を所有しています。 

・ 学校給食センターは、合併後、平成 19 年 4 月に旧 4 町村の施設を再編し、2 施設

に統合することにより、施設維持管理費や職員の削減を行いました。平成 22 年 9

月には、1 つの施設に集約し、現在に至っています。 

・ 学校給食センターは、中学校 4 校、小学校 6 校、幼稚園 3 園、約 2,400 人に給食

を提供しています。 

・ 管理運営は、直営で実施しています。 

・ 現在の施設は、築 40 年を経過し、耐震診断も実施されておらず、平成 32 年度か

らの開業を目処として、別の敷地に建替えを予定しています。 

 

＜学校教育系施設（学校給食センター）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

市立学校給食センター 榛原 1975 41 S 造他 1 690 
診断 

未実施 
直営 

合計 － － － － － 690 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 学校給食センターについては、安全安心な給食の提供はもとより、子どもたちへの

食育や地産地消を推進するため、市内 1 ヶ所の配置を維持しますが、築 40 年を経

過していることから、建替えを行います。なお、建替えにあたっては、施設の維持

管理だけでなく、事業運営についても直営、民間委託等の検討を行います。 
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1-6.子育て支援施設 

1-6-1.幼稚園・保育所・認定こども園 

(1) 現状と課題 

・ 本市では、合併後に幼稚園、保育所の統廃合を進め、現在、幼保連携型認定こども

園 2 施設、保育所 2 施設、幼稚園 3 施設を所有しています。また、民間の私立保

育園が 1 施設あります。 

・ 定員充足率（在籍園児数/定員数）は、14～74％と施設によって大きな差がありま

す。特に菟田野保育所、榛原地域の 3 幼稚園は、14～35％と低い状況となっていま

す。なお、菟田野地域には幼稚園がないことから、菟田野地域の幼稚園児は、大宇

陀こども園に通園しています。 

・ 菟田野保育所は築 43 年が経過し、老朽化が進んでいます。 

・ 榛原幼稚園、榛原西幼稚園、榛原東幼稚園、榛原北保育園は築 36～39 年が経過し、

老朽化が進んでいます。 

・ 本市では、幼児期の学校教育や保育、地域の子育て支援の量の拡充や質の向上を進

める「子ども・子育て支援新制度」を踏まえ、「宇陀市子ども・子育て支援事業計

画」を平成 27 年 3 月に策定しています。「宇陀市子ども・子育て支援事業計画」で

は、各地域 1 ヶ所の幼保連携型認定こども園に統合する方向性を示しています。 

 

＜子育て支援施設（幼稚園・保育所・認定こども園）一覧＞ 

施設名（在籍園児数/定員数） 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

大宇陀こども園（161/270） 大宇陀 2002 14 S 造他 1 2,435 新耐震 直営 

菟田野保育所（32/130） 菟田野 1973 43 S 造 2 987 
診断 

未実施 
直営 

榛原北保育園（74/100） 榛原 1979 37 S 造 2 1,894 
改修 

未実施 
直営 

榛原幼稚園（74/210） 榛原 1978 38 RC 造 2 962 
改修 

不要 
直営 

榛原西幼稚園（19/140） 榛原 1977 39 RC 造 2 576 
改修 

不要 
直営 

榛原東幼稚園（83/280） 榛原 1980 36 RC 造 2 1,204 
改修 

不要 
直営 

室生こども園（54/135） 室生 2000 16 木造 2 1,612 新耐震 直営 

合計 － － － － － 9,670 － － 

※在籍園児数/定員数は、平成 28 年度（2016 年度）時点。 

 

 

(2) 方向性 

・ 幼稚園、保育所、認定こども園については、一部施設において老朽化が進む中、

「宇陀市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、各地域に幼保連携型こども園

を配置していく方向性ですが、榛原地域については、周辺の就学前施設の状況を

鑑み、検討していきます。 
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1-6-2.幼児・児童施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、幼児・児童施設として、子育て支援センター、地域の子どもたちの遊び場

を提供する児童館を 5 施設所有しています。 

・ 子育て支援センターは、平成 23 年 4 月より旧菟田野保健センターを転用して開所

し、子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助を行っています。 

・ 児童館は、築 30 年を経過し、耐震診断が実施されてない施設もあることから、学

童保育が開始されて以降、すべての施設を休館としています。なお、菟田野児童館

は、民間の福祉事業所に障がい者の就労支援の場所として活用されています。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。 

 

＜子育て支援施設（幼児・児童施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

子育て支援センター 菟田野 1999 17 
RC 造

他 
2 727 新耐震 直営 

大宇陀児童館 大宇陀 1979 37 S 造 2 708 
診断 

未実施 
直営 

菟田野児童館 菟田野 1974 42 RC 造 2 806 
診断 

未実施 
直営 

室生北児童館 室生 1981 35 S 造 1 478 新耐震 直営 

室生西児童館 室生 1986 30 S 造 2 404 新耐震  直営 

室生東児童館 室生 1986 30 S 造 2 411 新耐震  直営 

合計 － － － － － 3,534 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 子育て支援センターについては、幼保連携型こども園の設置に伴い、同施設内への

併設も視野に入れ、検討します。 

・ 児童館については、現在休館中であり、築 30 年を経過していることから、用途の

廃止を検討します。 
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1-7.保健・福祉施設 

1-7-1.保健施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、合併後に旧町村単位にあった保健センターの統廃合を行い、平成 24 年 10

月より、事務所機能を 1 施設に集約し、健診時には、各地域に職員を派遣し、健診

事業等を実施する運営体制となっています。所有する施設としては、2 施設ありま

す。 

・ 大宇陀保健センターは、心の森「多世代交流プラザ」内に専用の一室を設置してい

ます。健診時のみの利用で年 3 割程度の稼働率となっていますが、部屋の年間賃

料を指定管理者へ支払っています。 

・ 室生福祉保健交流センター「ぬく森の郷」は、保健事業を展開する拠点施設で、職

員が常駐しています。なお、施設は貸室を有しており、本市の統括した保健センタ

ーとしての機能については、認知度が低い現状です。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。 

 

＜保健・福祉施設（保健施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

大宇陀保健センター（心の森「多世代

交流プラザ」内） 
大宇陀 1999 17 SRC 造 1 595 新耐震  直営 

室生福祉保健交流センター「ぬく森の

郷」 
室生 1999 17 RC 造 1 2,231 新耐震  直営 

合計 － － － － － 2,826 － － 

 

(2) 方向性 

・ 保健センターは、拠点 1 施設から職員を派遣する形態で事業を実施することか

ら、統括した保健センターとして機能していることを明確にするため、平成 29

年 4 月から福祉保健センター「ぬく森の郷」の施設内に、「宇陀市中央保健セン

ター」という位置づけを設け、現在の配置・機能を維持します。 

・ 大宇陀保健センターについては、未利用の時期が多い一方で、年間賃料を指定管

理者に支払っている状況であり、当該施設でなくても全面禁煙の施設であれば保

健事業は実施可能であることから、他の保健センターのように他の施設への場所

の移転、跡地の有効活用について検討します。 
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1-7-2.高齢者福祉施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、高齢者福祉を行う施設として、介護老人保健施設さんとぴあ榛原を所有し

ています。 

・ 介護老人保健施設さんとぴあ榛原は、主に医療ケアやリハビリを必要とする要介

護状態の高齢者（65 歳以上）等を受け入れる介護老人保健施設（老健）です。入

所定員 100 名、通所定員 25 名、市立病院に併設して設置しています。 

・ 管理運営は、直営で実施しています。 

 

＜保健・福祉施設（高齢者福祉施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

介護老人保健施設さんとぴあ榛原 榛原 1998 18 RC 造 6 4,312 新耐震 直営 

合計 － － － － － 4,312 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 高齢者福祉施設については、市立病院に併設した施設であり、高齢者への介護事業

として必要であることから、現在の配置・機能を維持します。 
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1-8.医療施設 

1-8-1.医療施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、医療施設として、本市の総合的な医療拠点である市立病院、過疎地の無医

地区における診療所を 2 施設所有しています。なお、病床を有する施設は、市立病

院（176 床）以外に、民間の病院（66 床）が 1 施設あります。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。診療所では、奈良県立医大からの派遣

医と自治医大との派遣協定終了後に平成 25 年度市職員として採用した医師、そし

て地域の看護師を直接雇用して配置しています。 

・ 市立病院と診療所間では、患者の紹介・逆紹介等、診療面における連携が図れられ

ています。 

 

＜医療施設（医療施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

市立病院 榛原 2011 5 RC 造 7 16,232 新耐震 直営 

国民健康保険直営田口診療所 室生 1992 24 S 造 1 193 新耐震 直営 

国民健康保険直営東里診療所 室生 1989 27 S 造 1 254 新耐震 直営 

合計 － － － － － 16,679 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 市立病院については、本市の医療拠点であることから、現在の配置・機能を維持し

ます。 

・ 診療所については、遠方への移動が容易ではない高齢者が安心して暮らすために

重要な施設であるため、現在の配置・機能を維持しますが、今後、診療所の運営や

地域医療のあり方については、他の地区における高齢化の進展状況、民間開業医・

勤務医の動向等を見据えて、市立病院や医療介護あんしんセンターとの連携をよ

り一層進めていきます。 
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1-9.行政系施設 

1-9-1.庁舎等 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、庁舎等として、市役所庁舎と地域事務所を所有しています。 

・ 市役所庁舎は、本市の行政機能の中心的施設で、各課諸室、市長室、議場等を有す

る施設です。 

・ 地域事務所は、旧町村の役場庁舎で、現在では、大宇陀地域、菟田野地域、室生地

域の市民窓口機能を有する施設となっています。なお、諸室に余剰があるため、国

及び県や公的団体に貸与し、使用料・光熱費等を徴収しています。 

・ 大宇陀地域事務所本庁舎は築 47 年が経過し、老朽化が進んでいます。また、耐震

診断が実施されていません。 

・ 室生地域事務所は築 35 年が経過し、老朽化が進んでいます。 

・ 管理運営は、直営で実施していますが、庁舎等の維持管理は大部分を外部委託して

います。市役所庁舎では、維持管理の外部委託費が年約 2 千万円程度かかってい

ます。竣工から 14 年経過し、大規模改修等も必要になってきていますが、財政状

況から最小限での修繕となっています。 

 

＜行政系施設（庁舎等）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

市役所庁舎 榛原 2002 14 
SRC 造

他 
5 7,823 新耐震 直営 

大宇陀地域事務所本庁舎 大宇陀 1969 47 RC 造 2 1,626 
診断 

未実施 
直営 

大宇陀地域事務所分庁舎 大宇陀 1985 31 RC 造 2 366 新耐震 直営 

菟田野地域事務所 菟田野 1999 17 SRC 造 3 2,770 新耐震 直営 

室生地域事務所 室生 1981 35 RC 造 2 1,750 
診断 

未実施 
直営 

合計 － － － － － 14,334 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 市役所庁舎については、本市の直接事務の執行に供する施設であり、災害時におけ

る災害対策拠点となる施設であることから、現在の配置・機能を維持します。 

・ 地域事務所については、各地域における市民窓口機能を有する施設であるため、各

地域 1 ヶ所の配置を維持しますが、市民窓口機能のみであれば現在の規模は必要

ではないことから、老朽化の進展状況を踏まえ、他施設との複合化を検討する等、

規模の適正化を図ります。 

・ 庁舎等の維持管理について、単一業者と複数年契約を行う包括管理委託や他施設

も含めて委託する等、効率的な手法について検討するとともに、計画的な修繕が

実施できるような体制を検討します。 
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1-9-2.消防施設等 

(1) 現状と課題 

・ 本市では、地域での消防活動で活用する消防施設等として、消防団の消防会館、詰

所、機庫等が 71 施設設置されています。 

・ 宇陀市消防団は、16 分団（大宇陀 4、菟田野 4、榛原 4、室生 4）で組織されてお

り、それぞれの地域で消防施設等を活用しています。なお、本市の常備消防は、奈

良県広域消防組合が所管し、市内に宇陀消防署が設置されています。 

・ 消防施設等は、築年数等が不明確な施設が多くあります。また、過去の経緯から本

市が直接所有する施設、市が整備・維持管理するが地元が所有している施設等、所

有関係が地域によって異なっています。 

・ 消防団は、団員数の減少が進んでいることから、現在、「消防団組織再編計画」を

検討しています。 

 

＜行政系施設（消防施設等）一覧＞ 

地域 設置数 
延床面積 

（㎡） 

大宇陀 16 1,179 

菟田野 8 751 

榛原 23 1,170 

室生 24 1,375 

合計 71 4,474 

 

 

(2) 方向性 

・ 消防施設等については、市民の安全を確保するため、地域における消防活動を担

う消防団にとって必要な施設であることから、現在の配置・機能を維持します

が、将来的な消防団組織の再編とあわせて適切に配置していく等、必要に応じて

適宜、施設のあり方や更新の必要性を検討します。 
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1-9-3.その他行政系施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、その他行政系施設として、3 施設を所有しています。 

・ 大宇陀職員研修所は、宮奥ダム周辺に位置し、旧大宇陀町時代に関西電力の作業員

宿舎として使用されていた建物を無償で譲渡された施設です。現在、休止中です

が、街灯代、地代を支払っています。 

・ 菟田野水防倉庫は、菟田野地域事務所に隣接した場所にある倉庫及び車庫です。 

・ 自主放送スタジオは、ケーブルテレビ「うだチャン 11」自主放送番組の撮影・制

作等を行う収録スタジオとなっています。本市が推進する自主放送の一部民営化

に際しては、官民共同作業を十分に行えるキャパシティが必要です。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。 

 

＜行政系施設（その他行政系施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

大宇陀職員研修所 大宇陀 1995 21 S 造 2 401 新耐震 直営 

菟田野水防倉庫等 菟田野 1996 20 S 造 1 705 新耐震 直営 

自主放送スタジオ 榛原 1996 20 SRC 造 1 108 新耐震 直営 

合計 － － － － － 1,214 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 大宇陀職員研修所については、現時点において職員研修は他施設で実施可能であ

り、施設のリノベーション等手を入れない限りは用途が無いことから、用途の廃止

を検討します。 

・ 菟田野水防倉庫等については、菟田野地域事務所に隣接して倉庫等として活用さ

れているため、現在の配置・機能を維持します。 

・ 自主放送スタジオについては、自主放送の一部民営化に向けて、官民共同で使用す

ることが可能なスタジオへの移転、現スタジオ施設の有効活用を検討します。 
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1-10.市営住宅 

1-10-1.市営住宅 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、住宅に困窮している低所得者に、低廉な家賃で住宅を提供する市営住宅と

して、公営住宅を 19 団地（277 戸）、改良住宅を 18 団地（305 戸）、中堅所得者に

良好な賃貸住宅を供給するための特定公共賃貸住宅を 2 団地（公営住宅の一室、

17 戸）所有しています。 

・ 入居率は、公営住宅で 73％、改良住宅で 92％、特定公共賃貸住宅で 47％となって

います。 

・ 一方で、本市では、民間を含めた市内の住宅総数 14,210 戸に対して、空き家が

2,260 戸存在しており、そのうち賃貸用・売却用の空き家が 380 戸となっていま

す。（平成 25 年住宅・土地統計調査） 

・ 老朽化率は、公営住宅 277 戸のうち、既に耐用年数を経過している住宅は 73 戸で、

26％となっています。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。 

 

＜市営住宅一覧①＞ 

小 

分類 
施設名 地域 

建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

管理 

運営 

公
営
住
宅 

第１団地 大宇陀 1981 35 簡易耐火構造 2 1,314 直営 

浅後南団地 菟田野 1984 32 簡易耐火構造 2 2,488 直営 

笠神団地 菟田野 1996 20 RC 造 4 2,345 直営 

上笠神団地 菟田野 2003 13 木造 3 2,379 直営 

墨坂団地 榛原 1963 53 木造 1 648 直営 

鳥見団地 榛原 1964 52 簡易耐火構造 1 1,133 直営 

五味原団地 榛原 1966 50 簡易耐火構造 1 378 直営 

第２鳥見団地 榛原 1968 48 木造 1 146 直営 

つつじ台団地 榛原 1973 43 簡易耐火構造 2 427 直営 

高倉中団地 榛原 1974 42 簡易耐火構造 2 248 直営 

長峯団地 榛原 1974 42 簡易耐火構造 2 149 直営 

新五味原団地 榛原 1974 42 簡易耐火構造 2 99 直営 

井戸ケ谷団地 榛原 1978 38 簡易耐火構造 2 117 直営 

高倉西団地 榛原 1986 30 木造 2 139 直営 

高倉東団地 榛原 1986 30 木造 2 139 直営 

※簡易耐火構造：壁等の主要構造部が準耐火構造と同等の準耐火性能を有し、火災を遮る設備を有する構造の

こと。 

※準耐火構造：壁、柱、床その他の建築物の部分の構造が、準耐火性能に適合する構造のこと。 
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＜市営住宅一覧②＞ 

小 

分類 
施設名 地域 

建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

管理 

運営 

公
営
住
宅 

大野団地 室生 1969 47 木造 1 117 直営 

大野東団地 室生 1972 44 簡易耐火構造 2 395 直営 

無山団地 室生 1975 41 簡易耐火構造 2 1,059 直営 

西谷団地 室生 1978 38 簡易耐火構造 2 1,654 直営 

大野西団地 室生 1978 38 簡易耐火構造 2 1,232 直営 

大野東団地（集合） 室生 1991 25 簡易耐火構造 2 1,166 直営 

改
良
住
宅 

中河原団地 大宇陀 1975 41 簡易耐火構造 2 1,486 直営 

内原団地 大宇陀 1975 41 簡易耐火構造 2 1,664 直営 

第４団地 大宇陀 1978 38 簡易耐火構造 2 971 直営 

第５団地 大宇陀 1978 38 簡易耐火構造 2 971 直営 

第３団地 大宇陀 1979 37 簡易耐火構造 2 2,496 直営 

第６団地 大宇陀 1979 37 簡易耐火構造 2 1,525 直営 

第７団地 大宇陀 1983 33 簡易耐火構造 2 1,314 直営 

梅ノ木団地 大宇陀 1983 33 簡易耐火構造 2 789 直営 

芝生第１団地 大宇陀 1983 33 簡易耐火構造 2 263 直営 

協和団地 大宇陀 1984 32 簡易耐火構造 2 986 直営 

芝生第２団地 大宇陀 1984 32 簡易耐火構造 2 263 直営 

古屋谷団地 菟田野 1983 33 簡易耐火構造 2 1,176 直営 

下川原団地 菟田野 1984 32 簡易耐火構造 2 1,942 直営 

川原団地 菟田野 1986 30 簡易耐火構造 2 1,766 直営 

川向団地 菟田野 1987 29 簡易耐火構造 2 1,585 直営 

２工区団地 菟田野 1990 26 簡易耐火構造 2 1,682 直営 

無山改良団地 室生 1984 32 簡易耐火構造 2 852 直営 

西谷改良団地 室生 1997 19 準耐火構造 2 1,348 直営 

合計 － － － － － 40,851 － 

※簡易耐火構造：壁等の主要構造部が準耐火構造と同等の準耐火性能を有し、火災を遮る設備を有する構造の

こと。 

※準耐火構造：壁、柱、床その他の建築物の部分の構造が、準耐火性能に適合する構造のこと。 

 

(2) 方向性 

・ 市営住宅については、今後、耐用年数（木造 30 年、簡易耐火構造 45 年、RC70 年）

を経過する住宅も増えてくるため、長寿命化対策等により必要戸数水準を確保で

きるように努めます。 

・ 老朽化が進む住宅については、募集停止措置を行い、空き家となった棟より順次用

途の廃止を行い、除却します。 

・ 改良住宅については、所期の目的を完了していることから、今後建替えは行わ

ず、県との協議の上、用途の廃止を検討し、居住者との調整を行いながら管理戸

数を減らしていきます。 
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1-11.供給処理施設 

1-11-1.供給処理施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、供給処理施設として、ごみ処理等の施設、毛皮革処理施設、浄水施設を所

有しています。 

・ ごみ処理に関する施設は、護美センター、宇陀クリーンセンターを設置していま

す。護美センターはごみの保管場所で、宇陀クリーンセンターは可燃物を焼却処分

する施設です。なお、市内には東宇陀環境衛生組合が管理運営する東宇陀クリーン

センターがあり、ごみ処理広域化の取り組みについて、宇陀地域ごみ処理広域化推

進協議会で検討を進めています。 

・ 毛皮革処理に関する施設は、菟田野毛皮革工場団地において、ナシガ谷前処理場は

排水処理、毛皮革屑処理施設は毛屑及びニベを処理する施設を設置しています。 

・ その他、「水質浄化施設」設置等に関する確認書に基づき、笠間川の浄化を図るた

めの室生多田浄水施設を設置しています。 

・ 護美センターは築 34 年が経過し、老朽化が進んでいます。 

・ 毛皮革処理に関する施設は、築 30 年程度が経過し、老朽化が進んでいます。 

・ 管理運営は、指定管理者制度を導入している毛皮革屑処理施設以外は、直営で実施

しています。 

＜供給処理施設一覧＞ 

小 

分類 
施設名 地域 

建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

ごみ 

処理 

宇陀クリーンセンター 大宇陀 1997 19 RC 造他 4 1,641 新耐震 直営 

護美センター 榛原 1982 34 RC 造 2 282 新耐震 直営 

毛皮革 

処理 

ナシガ谷前処理場 菟田野 1988 28 RC 造 3 1,491 新耐震 直営 

毛皮革屑処理施設 菟田野 1988 28 RC 造 2 254 新耐震 
指定 

管理 

その他 室生多田浄水施設 室生 2003 13 RC 造 1 415 新耐震 直営 

合計 － － － － － 4,084 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ ごみ処理に関する施設については、市民の生活に不可欠な施設ですが、重複する施

設もあることから、宇陀地域ごみ処理広域化推進協議会での検討を踏まえ、施設の

統廃合を進めます。 

・ 毛皮革処理に関する施設については、菟田野毛皮革工場団地内にあり、地場産業で

ある毛皮革産業を振興し、事業者に有効活用されている施設ですが、老朽化が進

み、修繕・更新等が発生することが見込まれることから、今後の施設のあり方、事

業者との役割分担について、検討を進めます。 

・ 室生多田浄水施設については、対策検討委員会で審議を行い、今後の対応を検討

します。  
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1-12.その他 

1-12-1.駐輪場 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、自転車・単車を駐輪する駐輪場を、1 施設所有しています。 

・ 高萩台自転車駐車場は、主に榛原駅利用者の自転車・単車を駐輪するための施設

で、自転車 300 台、単車 404 台の計 704 台の駐輪が可能です。なお利用状況は、平

成 26 年度実績で、一日あたり利用者数 193 台、稼働率は 27％です。 

・ 管理運営は、直営で、業者委託を行っています。 

 

＜その他（駐輪場）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

高萩台自転車駐車場 榛原 1991 25 RC 造 地下 1,780 新耐震 直営 

合計 － － － － － 1,780 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 高萩台自転車駐車場については、榛原駅利用者にとって有効な施設であることか

ら、現在の配置・機能を維持しますが、管理運営の効率化等に努めます。 
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1-12-2.火葬場・斎場 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、火葬・葬儀を行う火葬場・斎場を 2 施設所有しています。 

・ 不帰堂火葬場は、火葬炉を 2 炉有している施設で、年間利用件数は 229 件（平成

27 年度）です。 

・ 榛原斎場は、火葬炉を 3 炉有している施設で、年間利用件数は 259 件（平成 27 年

度）です。 

・ 管理運営は、すべて直営で実施しています。 

 

＜その他（火葬場・斎場）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

不帰堂火葬場 大宇陀 1987 29 RC 造 1 204 新耐震 直営 

榛原斎場 榛原 1979 37 RC 造 1 432 
診断 

未実施 
直営 

合計 － － － － － 636 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 火葬場・斎場については、市民の火葬・葬儀に必要不可欠な施設ですが、施設が重

複しており、築年数が 30 年を超え、老朽化も進展していることから、施設の統廃

合を検討します。 
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1-12-3.公衆便所 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、主に観光客向けに設置した公衆便所を 11 施設、墓地のトイレを 1 施設所

有しています。 

・ 徳源寺観光トイレは、築 30 年が経過し、老朽化が進んでいます。 

・ 管理運営は、指定管理者制度を導入している菖蒲谷墓地（トイレ）以外は、直営で、

業者や地域に委託しています。 

 

＜その他（公衆便所）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

下茶幼児公園トイレ 大宇陀 2000 16 木造 1 34 新耐震 直営 

阿紀神社観光トイレ 大宇陀 2002 14 木造 1 8 新耐震 直営 

徳源寺観光トイレ 大宇陀 1982 34 木造 1 11 新耐震 直営 

菟田野観光トイレ 菟田野 2003 13 木造 1 36 新耐震 直営 

赤埴甲観光トイレ 榛原 1994 22 CB 造 1 6 新耐震 直営 

佛隆寺入口観光トイレ 榛原 1990 26 木造 1 22 新耐震 直営 

佛隆寺駐車場トイレ 榛原 1990 26 CB 造 1 6 新耐震 直営 

室生口大野駅前公衆トイレ 室生 2000 16 RC 造 1 34 新耐震 直営 

大野寺前観光トイレ 室生 1995 21 
RC 造

他 
1 32 新耐震 直営 

龍穴神社トイレ 室生 1999 17 木造 1 60 新耐震 直営 

戒場園地公衆トイレ 榛原 1997 19 木造 1 29 新耐震 直営 

菖蒲谷墓地（トイレ） 大宇陀 不明 不明 C 造 1 6 
診断 

未実施 

指定 

管理 

合計 － － － － － 283 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 公衆便所については、観光客向けに必要な施設ですが、利用実態や必要性を検証

し、適宜見直しを図ります。 

・ 菖蒲谷墓地については、特定の利用者が利用する施設であることから、墓地管理組

合等への譲渡を検討します。 
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1-12-4.宮奥ダム関連施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、宮奥ダム関連施設として、5 施設を所有しています。 

・ 宮奥ダム関連施設は、農業用水用の宮奥ダムにおける管理棟、トイレや休憩所等

で、奈良県から平成 15 年に無償譲渡された施設です。 

・ 県有財産譲渡契約書により、管理棟は 50 年間、その他施設は 15 年間が指定用途

に供する期間として定められています。 

 

＜その他（宮奥ダム関連施設）一覧＞ 

施設名 地域 
建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

宮奥ダム管理棟 大宇陀 1996 20 RC 造 2 247 新耐震  直営 

宮奥ダムＡゾーン便所 大宇陀 1996 20 RC 造他 1 49 新耐震  直営 

宮奥ダム水車小屋 大宇陀 2002 14 木造 1 13 新耐震  直営 

宮奥ダム休憩施設 大宇陀 2002 14 木造 1 20 新耐震  直営 

宮奥ダムＣゾーン便所 大宇陀 2003 13 木造 1 12 新耐震  直営 

合計 － － － － － 341 － － 

 

 

(2) 方向性 

・ 宮奥ダム関連施設については、県有財産譲渡契約書に基づき、指定用途を継続して

いく必要があることから、現在の配置・機能を維持します。 
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1-12-5.普通財産 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、老朽化や、当初の行政目的を果たした施設については、用途を廃止し、普

通財産として管理しており、38 施設を所有しています。 

・ 普通財産のうち、小学校等の跡地活用については、公有地事業化検討委員会で有効

活用の検討がなされています。その結果、幾つかの施設については、賃貸や無償貸

借、指定管理者制度等によって有効活用が図られています。一方で、有効活用され

ないまま残っている施設もあります。 

・ 施設の管理は、各所管課が行っています。 

 

＜その他（普通財産）一覧①＞ 

小 

分類 
施設名 地域 

建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

使
用
貸
借
等
で
活
用 

旧守道小学校（一部が阿騎野

農産物加工所） 
大宇陀 1967 49 RC 造 2 2,243 

改修 

未実施 

指定 

管理 

旧田原小学校 大宇陀 1985 31 RC 造 3 2,379 新耐震  
使用 

貸借 

本郷溜池休憩所 大宇陀 2001 15 木造 1 20 新耐震  
使用 

貸借 

旧伊那佐文化センター 榛原 1979 37 RC 造 2 2,653 改修済  
使用 

貸借 

元教育委員会庁舎 榛原 1995 21 S 造 2 229 新耐震  
使用 

貸借 

元内牧小学校 榛原 1983 33 RC 造 3 3,174 新耐震  
使用 

貸借 

元内牧幼稚園 榛原 1984 32 RC 造 2 550 新耐震  
使用 

貸借 

元桧牧小学校理科棟 榛原 1965 51 木造 1 136 
診断 

未実施 

使用 

貸借 

元役場庁舎 榛原 1958 58 RC 造他 2 1,803 
診断 

未実施 

使用 

貸借 

旧伊那佐小学校 榛原 1958 58 RC 造 2 1,881 
診断 

未実施 

指定 

管理 

旧室生保育所 室生 1978 38 S 造 1 589 
診断 

未実施 

使用 

貸借 

未
活
用

・
そ
の
他 

旧大宇陀隣保館 大宇陀 1965 51 RC 造 2 546 
診断 

未実施 
直営 

旧野依小学校 大宇陀 1964 52 RC 造 2 2,305 
改修 

未実施 
直営 

覚恩寺収蔵庫 大宇陀 1984 32 RC 造 1 30 新耐震 直営 

元第７分団第３部消防機庫 大宇陀 不明 不明 非木造 1 35 
診断 

未実施 
直営 

元野依保育所 大宇陀 1979 37 S 造 1 332 
診断 

未実施 
直営 

宇賀志地区集会所 菟田野 不明 不明 S 造 1 131 
診断 

未実施 
直営 

宇賀志地区体育館 菟田野 1975 41 RC 造 1 677 
診断 

未実施 
直営 

岩﨑共同作業所 菟田野 1978 38 S 造 1 364 
診断 

未実施 
直営 
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＜その他（普通財産）一覧②＞ 

小 

分類 
施設名 地域 

建築 

年度 

築年 

数 
構造 階数 

延床 

面積 

（㎡） 

耐震 

性 

管理 

運営 

未
活
用

・
そ
の
他 

旧宇賀志小学校 菟田野 1966 50 RC 造 2 1,396 
診断 

未実施 
直営 

元北浅後地区集会所 菟田野 1986 30 木造 1 119 新耐震 直営 

芳野地区体育館 菟田野 1974 42 RC 造 1 459 
診断 

未実施 
直営 

旧宇賀志保育所 菟田野 不明 不明 木造 1 391 
診断 

未実施 
直営 

旧菟田野学校給食センター 菟田野 不明 不明 RC 造 1 231 
診断 

未実施 
直営 

旧芳野保育所 菟田野 不明 不明 木造 1 198 
診断 

未実施 
直営 

南浅後地区集会所 菟田野 1988 28 木造 2 204 新耐震 直営 

旧駅前公民館 榛原 1966 50 木造 2 136 
診断 

未実施 
直営 

長峯共同作業所 榛原 1981 35 S 造 1 48 
診断 

未実施 
直営 

元下井足地区集会所 榛原 1974 42 木造 1 137 
診断 

未実施 
直営 

元篠楽駐在所跡地 榛原 不明 不明 木造 1 66 
診断 

未実施 
直営 

元役場分庁舎 榛原 1971 45 RC 造 2 456 
診断 

未実施 
直営 

東榛原体育館 榛原 1967 49 非木造 1 368 
診断 

未実施 
直営 

桧牧集会所 榛原 1979 37 S 造 1 198 
診断 

未実施 
直営 

旧伊那佐幼稚園 榛原 1982 34 RC 造 1 542 
診断 

未実施 
直営 

旧西谷小学校 室生 1978 38 RC 造 2 2,088 
診断 

未実施 
直営 

旧室生東小学校 室生 1990 26 RC 造 3 2,680 新耐震 直営 

旧多田小学校 室生 1969 47 S 造他 2 1,779 
診断 

未実施 
直営 

旧多田保育所 室生 不明 不明 木造 1 244 
診断 

未実施 
直営 

合計 － － － － － 31,819 － － 

 

(2) 方向性 

・ 普通財産については、当初の行政目的を果たした施設であることから、今後、本市

では建替えは行わず、民間への賃貸や売却、譲渡等、有効活用を図ります。老朽化

や耐震を行えない施設については、除却し、土地の有効活用を検討します。 

・ 普通財産の管理方法については、所管課での個別管理ではなく、一元化した管理

体制の構築を検討します。 
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2.インフラ施設 

インフラ施設の施設類型別の方向性を示します。 

 

2-1.道路 

2-1-1.舗装等 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、道路について、路線数 1,688 路線（1 級市道 44 路線、2 級市道 52 路線、

その他の市道 1,571 路線、自転車歩行車道 21 路線）、延長約 736km を管理してい

ます。 

・ 維持管理としては、日々の道路パトロールや市民からの通報を基に舗装補修、道路

施設の修繕を行っています。 

・ 維持管理上の課題としては、管理延長が長いことから、維持管理のための予算確保

や技術職員の減少による管理不足が懸念されます。 

 

(2) 方向性 

・ 舗装、道路施設等の現状を把握し、供用に支障となるような不具合の早期発見、早

期対応のため、道路パトロールの着実な実施を図ります。 

・ 幹線市道については、更新時期や地域特性に応じて定期的な路面性状調査を行う

とともに、道路パトロールや定期点検の結果等に基づく個別施設計画の策定、点

検・診断結果や対策履歴の蓄積、データベース化等により、計画的な保全を図りま

す。 

・ その他の市道については、道路パトロール及び地元要望等により、現地の状況を把

握する中で修繕等を適切に行います。 

・ 地域住民等との連携を強化しながら、効率的かつ効果的な維持管理や運営を図り

ます。 

 

 

2-1-2.橋りょう 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、橋りょうについて、554 橋を管理しており、そのうち橋長 15ｍ以上の橋り

ょうは 112 橋となっています。 

・ 維持管理としては、巡回、点検（目視）、維持を行っています。 

・ 個別施設計画として、平成 25 年度に橋梁長寿命化修繕計画を策定し、順次対策を

行っています。 

・ 維持管理上の課題としては、平成 25 年 9 月の道路法改正により、本市が管理する

橋りょうについて、5 年に 1 回の近接目視点検が義務化となったことを踏まえ、改

めてすべての橋りょうを近接目視で点検し、橋梁長寿命化修繕計画を改定する必

要があります。点検の義務付けで、費用負担が通年必要となっています。 
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(2) 方向性 

・ 橋りょうの現状を把握し、供用に支障となるような不具合の早期発見、早期対応の

ため、道路パトロールの着実な実施を図ります。 

・ 橋りょうの計画的な保全を実施していく上で重要となる劣化予測の信頼性を向上

させるため、5 年に 1 回の近接目視による点検を実施します。また、その結果に基

づき、橋梁長寿命化修繕計画等を改定し、点検・診断結果や対策履歴の蓄積、デー

タベース化等により、計画的な保全を図ります。 

・ 対策の実施にあたっては、予防保全型の修繕による長寿命化を基本としますが、施

設の重要度、更新等の維持管理上の難易度を考慮し、実態に即した修繕・更新を図

ります。 

・ 地域住民等との連携を強化しながら、効率的かつ効果的な維持管理や運営を図り

ます。 

 

 

2-1-3.トンネル 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、トンネルについて、4 箇所（池谷トンネル、大峠トンネル、八沢トンネル、

室生トンネル）を管理しています。 

・ 維持管理上の課題としては、平成 25 年 9 月の道路法改正により、本市が管理する

トンネルについて、5 年に 1 回の近接目視点検が義務化となったことを踏まえ、近

接目視点検を実施し、トンネル長寿命化修繕計画を策定する必要があります。 

 

(2) 方向性 

・ トンネルの現状を把握し、供用に支障となるような不具合の早期発見、早期対応の

ため、道路パトロールの着実な実施を図ります。 

・ 5 年に 1 回の近接目視による点検を実施し、その結果に基づき、トンネル長寿命化

修繕計画等を策定し、点検・診断結果や対策履歴の蓄積、データベース化等により、

予防保全型の修繕による長寿命化を図ります。 

・ 地域住民等との連携を強化しながら、効率的かつ効果的な維持管理や運営を図り

ます。 

 

 

  



 

73 

2-2.公園 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、公園について、都市公園 47 ヶ所（街区公園 78,841 ㎡、近隣公園 46,247

㎡、地区公園 72,860 ㎡、総合公園 167,793 ㎡、緑地 16,187 ㎡）、都市公園以外の

公園 85 ヶ所（児童公園、農村公園、緑地等計 327,894 ㎡）の計 132 ヶ所（709,822

㎡）を管理しています。 

・ 維持管理としては、定期的な巡回を年 30 回程度実施し、巡回や市民からの通報に

より応急対応（封鎖等含む）を行っています。 

・ 維持管理上の課題としては、施設、遊具等の老朽化率が高く、特に遊具は修理では

なく取り替え等の根本的な対応が必要であり、単年度あたりの修理・新設等の費用

が嵩む事が懸念されます。 

・ 個別施設計画である公園施設長寿命化計画が未策定であるため、今後、専門的見地

による総点検と併せて、策定を行う必要があります。 

 

(2) 方向性 

・ 公園の現状を把握し、供用に支障となるような不具合の早期発見、早期対応のた

め、日常点検の着実な実施を図ります。 

・ 遊具については、年 1 回の点検を実施するほか、その他の公園施設についても、適

正な時期・方法による定期的な点検を実施します。 

・ 公園パトロールや定期点検の結果に基づく、公園施設長寿命化計画等の策定、点

検・診断結果や対策履歴の蓄積、データベース化等により、計画的な保全を図りま

す。 

・ 地域の実情に応じた公園機能の見直しや必要性が乏しくなっている公園施設の撤

去を検討する等、戦略的な維持管理・更新を推進します。 

・ 地域住民等との連携を強化しながら、効率的かつ効果的な維持管理や運営を図り

ます。 
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2-3.上水道 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、上水道について、19 給水区において、浄水受水場、取水施設、配水施設、

送水施設、導送配水管等を管理しています。 

・ 維持管理としては、水道施設巡回、点検、清掃、維持・保守、水質監視、薬品管理、

産業廃棄運搬物処分の日常管理を行うととともに、機械設備等機器点検維持修繕、

緊急漏水修理、漏水調査、施設草刈り等の維持・修繕作業を行っています。 

・ 維持管理上の課題としては、老朽化している施設の更新が急務であり、ほとんどの

施設が耐震化されていないため、今後更新費用が急激に増大することが懸念され

ます。また、水道技術職員の減少による管理不足が懸念されます。 

・ 個別計画としては、平成 22 年 6 月に宇陀市水道ビジョンを策定しています。今後、

平成 29 年度より簡易水道事業を上水道事業に一本化する予定です。 

 

(2) 方向性 

・ 安全安心な水の供給と危機管理において、施設の現状を把握し、施設の運営に支

障となるような不具合の早期発見、早期対応を行うことは不可欠であるため、職

員が実施する毎日の日常点検をはじめ、定期的な機械電気設備等の保守点検委託

業務を計画的に進めます。 

・ 上水道の運営にあたって、水道事業経営戦略等を策定します。 

・ 管路施設については、有収率の低い区域や漏水事故が多い区域を対象に、定期的

な漏水調査を実施し、重要度・優先度・緊急度等を勘案して布設替えを計画しま

す。 

・ 浄水場、配水池等の拠点施設については、耐震診断を適宜行うとともに、日常点

検や定期点検の結果等データベース化に取り組み、計画的な保全を図ります。 

・ 施設の更新にあたっては、施設の統廃合、広域化、共同化等、総合的な検討を行

います。 

・ 地域住民等との連携を強化しながら、効率的かつ効果的な維持管理や運営を図り

ます。 
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2-4.下水道 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、下水道について、下水道管渠（総延長約 149km）、中継ポンプ場、マンホ

ールポンプ、雨水幹線（都市下水）を管理しています。 

・ 維持管理としては、日常の巡回によるマンホールまわりの点検、定期的な中継ポン

プ場及びマンホールポンプの点検及び清掃、異常通報装置による中継ポンプ場及

びマンホールポンプの監視を行っています。また、市民からの通報、経年劣化によ

る修繕を実施しています。 

・ 維持管理上の課題としては、下水道供用開始後 30 年が経過し、経年劣化の進んだ

下水道施設が多いため、計画的な修繕・改築・更新が必要となっています。 

・ 個別施設計画としては、宇陀川処理区天満台地区長寿命化計画、宇陀川処理区榛原

第 2 中継ポンプ場長寿命化計画を策定し、管路更正工事及び施設改築更新工事を

実施しています。現在、下水道ストックマネジメント計画の策定を実施していま

す。 

 

(2) 方向性 

・ 安定した放流水質の確保と危機管理において、施設の現状を把握し、施設の運営

に支障となるような不具合の早期発見、早期対応を行うことは不可欠であるた

め、施設管理業務委託業者と連携した施設の保守点検や道路パトロールと連携し

たマンホール蓋等の日常点検を着実に進めます。 

・ 管渠施設については、施設の経過年数や重要度等を考慮した点検計画の立案、日

常点検や定期点検を着実に行い、修繕改築履歴等の蓄積、データベース化等によ

り、計画的な保全を図ります。 

・ 地域住民等との連携を強化しながら、効率的かつ効果的な維持管理や運営を図り

ます。 
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2-5.その他考慮すべき施設 

(1) 現状と課題 

・ 本市は、その他考慮すべき施設として、宮奥ダム、農道（橋りょう含む）、林道（橋

りょう含む）等を管理しています。 

・ 維持管理としては、宮奥ダムは本市直営、農道や林道については、市が原材料支給

及び重機借上げ等を行い、受益者及び自治会等が巡回、修繕を実施しています。な

お、緊急を要する場所については、緊急工事にて対応しています。 

・ 維持管理上の課題としては、農道や林道については、建設後 30 年以上を経過した

施設も多く、老朽化が著しく進行している一方、受益者の高齢化に伴い、十分な維

持管理ができず、不良箇所発見が遅れることで、被害規模が甚大となる場合があ

り、財政負担が大きくなることが予想されます。 

 

(2) 方向性 

・ 施設の現状を把握し、供用に支障となるような不具合の早期発見、早期対応のた

め、定期的な点検のほか、災害発生後の変状を把握するための緊急点検を行いま

す。 

・ 施設の計画的な維持管理・更新等を推進するに当たって、個々の施設の整備時期や

周辺環境に応じた特性を考慮するとともに、今後想定される大規模災害等の発生

リスクの高まりや少子高齢化の進展等といった社会情勢の変化を見据え、それぞ

れの施設に係る課題を明らかにし、その解決に向けた取り組みを進めていくこと

で、点検・診断の結果に基づき適切な修繕・更新等を実施する持続的なメンテナン

スサイクルを構築していきます。 
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参考資料 

1.用語解説 

 

用語 解説 

あ 行 

インフラ 

インフラストラクチャーの略で、経済活動や社会生活の基盤を形

成する施設のこと。本計画では、庁舎等の建物を公共建築物、道

路などをインフラ施設と分類している。 

か 行 

改修 

劣化した建物等の性能、機能を初期の水準以上に改善すること。大

規模改修とは、竣工後 20 年から 30 年にかけて建物全体に対して

行う修繕・更新等（バリアフリー対応等の社会的改修を含む）をい

う。 

義務的経費 

地方公共団体の歳出のうち、任意に削減できない極めて硬直性が強

い経費のこと。扶助費のほか、職員の給与等の人件費、地方債の元

利償還金等の公債費からなる。 

更新 
劣化した部位・部材や機器等を新しい物に取り替えること。施設を

建替えること。 

固定資産台帳 

固定資産の取得から除売却処分に至るまでの経緯を個々の資産ご

とに管理するための帳簿で、所有するすべての固定資産について、

取得価額、耐用年数等のデータを網羅的に記載したもの。 

さ 行 

事後保全 
対象物に異常や故障が発生又は確認された段階で、初めて修繕等を

実施する方法のこと。 

指定管理者 

地方自治法の改正により、管理委託制度に代わって創設された指

定管理者制度において、公の施設の管理を行うよう指定された

者。 

住民サービスの向上や経費節減などを目的とした制度で、民間事

業者も含めた幅広い団体に公の施設管理を委ねることができる。 

修繕 
劣化した材料、部材、部品、機器等の性能、機能を原状又は実用上

支障のない状態まで回復させること。 

新耐震基準 

建築物の建築の際に考慮しなければならない基準は建築基準法に

よって定められており、地震に対して安全な建築物とするための基

準を耐震基準と呼ぶ。現行の基準は、昭和 56 年の建築基準法の改

正によるもので、それ以前の耐震基準と区別するために新耐震基準

と呼ばれている。 
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用語 解説 

た 行 

耐震化 
耐震改修のほか、建築物の建替えにより耐震性を確保することを

含め、建築物の地震に対する安全性を向上させること。 

耐震改修 

新耐震基準（現行の耐震基準）に適合しない建築物の地震に対す

る安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕、模様替え、一

部の除却又は敷地の整備（擁壁の補強など）を行うこと。 

地方交付税 

地方公共団体間の財政不均衡を是正し、必要な財源を確保するた

めに、国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税

のそれぞれ一定割合の額を、国が地方公共団体に対して交付する

税のこと。 

地方交付税には、普通交付税と災害等特別の事情に応じて交付す

る特別交付税がある。普通交付税は、基準財政需要額が基準財政

収入額を超える地方公共団体に対して、その差額（財源不足額）

を基本として交付される。 

長寿命化 
適切な維持管理・更新を行うことにより、将来にわたって必要な

施設の機能を発揮し続けるための取り組みのこと。 

投資的経費 
公共施設整備等の将来に残るものに支出される経費のこと。普通

建設事業費、災害復旧事業費等から構成される。 

な 行 

ネーミングライツ 

施設等に対し、名称をつけることができる権利のこと。公共施設

等に対して企業名や商品名等を付与することで、権利料を徴収す

るビジネスとして確立している。 

は 行 

ＰＰＰ/ＰＦＩ 

ＰＰＰは、Public Private Partnership の略で、本市をはじめと

する地方公共団体などが提供してきた公共サービスに、民間の資

金や技術、ノウハウを取入れる手法のこと。ＰＦＩは、Private 

Finance Initiative の略で、民間資金を活用した社会資本整備や

アウトソーシング（外部委託）など、ＰＰＰを実現するための手

法のこと。 

扶助費 

社会保障制度の一環として、地方公共団体が各種法令に基づいて実

施する給付や、地方公共団体が住民福祉の向上を図るため独自の施

策において支給する経費のこと。 

法定耐用年数 
財務省令において、建物の構造、用途によって減価償却費の算定

基準として定められている年数のこと。 

補修 
部分的に劣化した部位・部材等の性能、機能を実用上支障のない状

態まで回復させること。 

 

  



 

79 

 

用語 解説 

ま 行 

まちづくり協議会 

地域課題を解決するための組織で、地縁組織である自治会等の団

体の枠を超え、横の連携により広域的な視点で意見を出し合い、

「自分たちの地域は自分たちでつくる」という考えで活動する組

織のこと。 

メンテナンス 

サイクル 

施設の状態を正確に把握するための点検・診断を実施し、その結

果に基づき適切な時期に措置を行い、対策履歴等の情報を記録し

て次期点検・診断に活用するといった維持管理の業務サイクルの

こと。 

や 行 

ユニバーサル 

デザイン 

年齢、性別、国籍、身体の状況などに関係なく、はじめから誰もが

利用しやすいように、まちや建物、製品、環境、サービスなどをつ

くろうとする考え方。 

予防保全 
計画的に対象物の点検や修繕等を行い、使用中の故障を未然に防止

する方法のこと。 

ら 行 

ライフサイクル 

マネジメント 

施設の企画段階から、設計・建設・運営そして解体までの施設の

生涯に着目して計画すること。その生涯費用のことをライフサイ

クルコストという。 

劣化 物理的、化学的及び生物的要因により、ものの性能が低下すること。 
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